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開議 午前１０時００分 

◎議長（藤原英雄議員） 

 ただいまの出席議員数は１９名であります。定足数に達しておりますので、本日の会議

を開きます。 

 これより、本日の日程に入ります。 

 本日の議事日程は、お手元にご配付の日程表のとおりでありますので、よろしくお願い

をいたします。 

 なお、片岡議員より、欠席の届けが出されておりますので、報告いたしておきます。 

 それでは、本日の日程に入ります。 

 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第８８条の規定により、２０番 武田保幸君、１番 藤野

克彦君、２番 浪越憲一君を指名いたします。 

 次に、日程第２、市政に対する代表質問を行います。 

 通告者は、お手元にご配付の代表質問一覧表のとおり、通告は４件であります。 

 初めに、美馬政友会、武田喜善君。 

◎７番（武田喜善議員） 

 ７番。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 武田喜善君。 

［７番 武田喜善議員 登壇］ 

◎７番（武田喜善議員） 

 おはようございます。 

 議長の許可をいただきましたので、美馬政友会を代表して、通告のとおり、３

点について質問をさせていただきます。 

 トップバッターとして、ちょっと緊張ぎみでございますので、野球で言うバントで出る

という気持ちで質問させていただきますので、よろしくお願いをします。 

 牧田市政３期目のキーワードとしての一つに、地域活力・地域経済の活性化、二つに、

子ども・少子化対策、三つに、高齢者・高齢者対策を打ち出され、多くの施策も順調に進

めておられることに対して、心から敬意を表したいと思います。 

 その中の子ども・少子化対策にも係ります質問をさせていただきます。 

 まず最初に、１点目の児童・生徒の体力向上についてお伺いをします。 

 本市の児童・生徒の体力向上対策について、教育長にお伺いをいたします。 

 新聞紙上等で、児童・生徒の体格は向上しているが、体力が伴って向上していないとい

うことが報道をされていましたが、市内の児童・生徒の体格は、県平均、あるいは全国平

均に比較してどのような状態になっているのかについて、まずお尋ねをします。 

 次に、体力の向上対策の問題でございますが、数日前のＮＨＫの「クローズアップ現

代」でも取り上げられておりましたが、運動会での組み立て体操時の児童の骨折、ほかで

は水泳をしていて骨を折ったとか、ちょっとつまずいて転んだだけでも大けがをするとい
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った、昔では考えられない事故が発生をしておりますが、この原因については、食生活に

問題があるのか、あるいは日常の運動不足に起因するものか、その原因についてはいかが

お考えでしょうか。 

 食生活に問題があるとするならば、学校給食の面で改善の余地はないかどうか。また、

運動不足というか、体の鍛錬の仕方にも問題があるやに考えます。例えば、戦前であれは、

盛んにしていた棒倒しとか騎馬戦などは危険であるということで、先生方が敬遠をして実

施しないということも聞かれますし、マラソンでも疲れたら歩いてよろしいとか、自分の

可能性の限界に挑み、かつ克服しようとする意欲に欠けているので体力が向上しないのだ

とする見方もあるわけでありますが、小・中学校における体育の授業の面で問題はないの

か。あるとすれば、その対策をどのようにお考えになっているのか。以上の点について、

ご質問をいたします。 

 次に、２点目のいじめの現状と対策についてお伺いします。 

 法務省が、古い資料でございますが、平成２４年に発表した調査によると、学校のいじ

めが３，３０６件で、過去最多を更新したそうであります。平成２１年との比較では、１．

８５倍に上がり、児童、１８歳未満に対する暴行・虐待も８６件、同じく１２．２倍で、

３年連続で過去最高であったそうであります。また、東日本大震災に関連した人権侵犯も

２９件あり、福島県から避難した子どもがいじめを受けるなど、放射能問題に関連した偏

見や差別も起こっているそうであります。 

 日常生活におけるいじめの問題に加え、震災に関連したいじめなども報告されています。

いじめられる側も、いじめる側も、ともに将来を担う子どもであるだけに、見逃すことの

できない深刻な問題であると受けとめております。 

 そこで、第１点としてお伺いしたいのは、本市におけるいじめの現状であります。幸い

に、生徒・児童が自殺をしたといったケースは発生しておられませんが、だからといって

本市の小・中学校にいじめが一件もないといったことは考えられないのであります。教育

委員会では、本市におけるいじめの実態を把握しておられるかどうか。把握をしておられ

るとすれば、その実態はどうなっておられるのか。現状について、詳細に説明を願いたい

のであります。 

 次に、実態について調査し把握しておられるならば、何らかの対策を打ち出されている

ものと考えますが、本市で講じた対策とその効果についてどのように評価しておられるの

か、お伺いをします。 

 次に、３点目の通学路の安全対策についてお伺いします。 

 先般のニュースでも報道されておりましたが、登下校中の何の落ち度もない児童が、車

にはねられて命を落とすという痛ましい事故が相次いで報道をされております。通学路の

危険箇所点検を行われておられますが、市内ではまだ多くの危険箇所の対策が必要と思わ

れます。歩道もなく、児童と車の間隔は非常に狭く、白線ラインを引いていない状況で、

いつ事故が発生してもおかしくない状況の箇所も数多く見受けられます。 

 しかし、ガードレール・歩道を設置するためには、道路の拡幅が必要とされるような場

所もあり、そうなりますと多額の費用と時間がかかることが容易に予想をされます。計画
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的に予算をつけて道路構造を安全なものにすること、既に保護者やボランティアによる交

通安全指導などが行われておられますが、即効性のある対策と計画的整備を行っているか

どうかをお伺いします。 

 以上、３点についてお伺いをし、答弁をいただきまして、再問をいたします。 

◎教育長（光山利幸君） 

 議長、教育長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 光山教育長。 

［教育長 光山利幸君 登壇］ 

◎教育長（光山利幸君） 

 私のほうから、児童の体力の向上についてと、いじめ問題について答弁をし、加美副教

育長の方から、交通安全についての答弁をさせていただきます。 

 まず、武田議員さんから、児童・生徒の体力向上についてのご質問がありましたが、本

市の児童・生徒の体格につきましては、昨年度の全国体力テストの結果から見てみますと、

全国や県平均と比較して、小学生の身長及び体重は、男女ともに同程度となっております

が、肥満傾向にある児童の出現率が２割近くとなっており、その割合は、全国平均の倍近

くに達しております。 

 また、中学生につきましては、身長、体重ともに平均並みであり、肥満傾向生徒の出現

率についても全国平均とほぼ同程度となっております。 

 次に、体力向上対策についてでございますが、本市においては、特に小学生の肥満度が

高いという状況から、各学校におきましては、「食育計画」や「体力向上計画」を作成し、

個々の実態に即した取組を行っております。 

 中でも、食育につきましては、家庭科の授業や親子で学ぶ機会を設けるとともに、給食

については、栄養士の指導のもとに発達段階に応じたカロリーの計算を行い、バランスの

とれた食の提供に努めているところでございます。 

 また、家庭においての食生活も重要と考えており、おやつの取り方や運動についてなど

をテーマとして、管理栄養士や保健師による出前授業を適宜実施するなど、学校、家庭を

通じた食育の指導に取り組んでいるところでございます。 

 また、体育の授業につきましては、各学校において、体づくりや陸上競技、器械体操、

保健などについて幅広く指導しており、授業以外にも休み時間を利用した運動や徒歩通学

の奨励などにも取り組んでいるところでございます。 

 間もなく本年度の全国体力テストの結果が通知されることになっておりますので、教育

委員会といたしましては、その内容を分析した上で、生活習慣の改善や体育活動の充実な

ど、子どもたちの体力向上に向けた取組を各学校に指導してまいりたいと考えております。 

 次に、いじめの現状と対策についてのご質問でございますが、平成２７年４月から９月

までの上半期におけるいじめ状況等に関する調査において、本市においては、小学校で４

８件、中学校で９件のいじめが認知されております。 

 昨年度と比較して認知件数が増加をしておりますが、これは、いじめの範囲を広く捉え、
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ごく短期間に解消した軽微ないじめも漏れなく対象としたことによるものでございます。 

 また、いじめの内容につきましては、小学校では、「冷やかしやからかい」、「悪口」、

「嫌なことを言われる」というケースが、中学校では、「仲間外れや無視」、「軽くぶつか

られたり遊ぶふりをしてたたかれたり蹴られたりする」といったケースが多い状況となっ

ております。 

 こうしたいじめ問題につきましては、各学校の指導により、小学校では３４件、中学校

では２件が解消しており、残りの小学校の１４件、中学校の７件につきましても一定の解

消が図られており、継続的な支援を行っているところでございます。 

 次に、いじめ問題への対策についてでございますが、各学校におきましては、学校いじ

め防止基本方針を策定し、いじめは重大な人権侵害であり、絶対に許されるものではない

との認識のもとに全校体制で防止に取り組んでおります。 

 具体的には、学級担任を初め教職員が、授業中だけではなく、休み時間や放課後におい

ても子どもたちにかかわる時間をできる限り確保するとともに、毎月定期的に各学校の実

情に応じた生活実態調査を実施することや、毎日の生活の記録を通して、いじめなどの問

題行動の有無や子どもたちの悩み、交友関係の変化などを把握するように努めております。 

 また、保護者からの相談にも応じており、こうした取組を通じて得られた情報を常に教

職員間で共有し、共通理解を深めることにより、迅速かつ統一的な対応に努めているとこ

ろでございます。 

 いじめ問題につきましては、今後とも保護者や地域はもとより、関係機関との連携を図

りながら早期発見と早期対応に努めるとともに、その推進に当たりましては、ＰＤＣＡサ

イクルを機能させることにより、継続的かつ効果的な取組を進めてまいりたいと考えてお

ります。 

◎副教育長（加美一成君） 

 副教育長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 副教育長、加美君。 

［副教育長 加美一成君 登壇］ 

◎副教育長（加美一成君） 

 私のほうからは、通学路の安全対策についてお答えをさせていただきます。 

 まず、通学路の安全点検につきましては、市内全ての小学校が、保護者や交通安全母の

会など、関係者の皆様との協働で定期的に実施をいたしておりまして、道路管理者などと

の調整のもとに、その改善に取り組んでおります。 

 また、昨年度におきましては、県教育委員会から「通学路安全推進事業」のモデル地域

の指定を受け、学校や警察署、道路管理者など関係機関による合同点検を実施をいたしま

して、交差点改良や横断歩道の設置など、それぞれの機関による対策を進めているところ

でございます。 

 通学路の安全確保を図るためには、防護柵やカーブミラーの設置など即効性のある対策

に加えまして、道路改良や歩道の整備、横断歩道やスクールゾーンの設置といった交通規



 

－２８－ 

 

制など、地域や関係機関との調整のもとに計画的な取組が必要な対策もございます。 

 通学路につきましては、子どもたちを悲惨な事故から守るという観点から、今後とも、

関係機関との連携を強化するとともに、継続的な点検・調査を行った上で計画的な対策を

講じることにより、安全性の向上に努めてまいりたいと考えております。 

◎７番（武田喜善議員） 

 議長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 ７番、武田喜善君。 

［７番 武田喜善議員 登壇］ 

◎７番（武田喜善議員） 

 ご丁寧なご答弁、ありがとうございました。少し再問をさせていただきます。 

 少子化対策とは、出生数を増やすのはもちろんでありますが、この世に生まれて幼児か

ら児童、生徒、そして成人へと育てるということが大事な少子化対策だと考えております。 

 １点目の児童・生徒の体力向上につきましてでありますが、原因は本人・家庭・学校等

の関係と複合してあると思われます。いずれにせよ、しっかりとした体力向上の対策をお

願いを申し上げておきます。 

 ２点目のいじめの現状と対策につきましては、それぞれの自治体におかれましても、い

じめの対策には苦慮をしているようでありまして、それぞれ工夫を凝らしております。他

県の事例を２～３点を申し上げ、再問をいたします。 

 Ｃ県の教育委員会では、教職員一人一人のいじめに対する認識や学校の取組の総点検を

行うために、４領域指導体制、教育指導、早期発見、早期対応、家庭・地域との連携と２

０項目からなるチェックポイント点検表を作成をしております。チェックポイント点検表

には、集計表もついており、点検表の結果を入力すると、自動的に各項目別の棒グラフ等、

領域ごとの円グラフがあらわれ、データ分析のための基本資料が作成できるようになって

おります。この資料を活用し、各校で校内研修を実施することで、さらなる指導体制の充

実を目指しているそうであります。 

 また、Ｎ県の幾つかの中学校では、生徒に関する情報交換はもちろん、保健室来訪の際

に、養護教諭は来室カードを、学生主任は生徒指導ノート等を作成し、必要な情報を共有

することができるようにしています。また、いわゆる中１ギャップの解消に向けて、年に

数回、中学校区内の生徒指導担当が現況についての情報交換を行い、将来入学する生徒の

多面的な理解に努めているとのことであります。 

 ほかにも、Ｓ県教育委員会では、児童・生徒とともにいじめの問題を考え、児童・生徒

の声を対策に反映させるために、県教育委員会の事務局内に児童・生徒保護者代表、校長、

教員、警察関係者などから構成される「いじめ対策チーム」を設置し、アクションプラン

の策定等に向けた議論を開始をしております。このことで、学校現場での生徒会等の自主

的な取組を促す効果も得られると考えられます。本市においても、他市のこうした事例を

導入する意思はないか、お伺いをします。 

 そして、いじめに耐えかねて自殺するといった悲惨な結果となった事例等が報道をされ
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ていますが、このいじめという問題は、学校だけで解決できるものではないと思います。

学校・家庭・企業・地域社会等の協力が不可欠だと思います。学校と地域が連携して市民

の総力を挙げて、市民と行政が一体となって活動を展開していく必要があると考えます。 

 先生が悪い、学校が悪い、教育委員会が無責任だと悪者探しをすることで解決するもの

ではなく、さらに言えば、「自分はいじめとは関係ない」という傍観者の立場の大勢の者

がいじめをはびこらせるのであって、それぞれの者がいじめの防止にできることをすると

いうことが大切だと思います。 

 いじめが起きた際に、訴えることができるところ、いじめの問題が見つかったら徹底的

に調査したり助言できる専門家の配置といった体制を整えることも必要であると思われま

す。既に、そういったことを条文化し、いじめの防止に関する条例を制定した自治体もあ

るようでございますが、我が市も制定をするお考えはおありかどうかをお伺いをいたしま

す。 

 ３点目の通学道路の安全対策につきましては、即効性のある対策、対応、いわゆるライ

ンを引く、ガードレール等の設置による安全地帯の確保で則対応できると考えます。予算

的なものについては、計画的に整備、そしてまず用地の確保から進めていっていただきた

いと思うところであります。 

 以上、３点につきまして、提案そして要請をし、答弁をいただきまして、私からの質問

を終わります。 

◎教育長（光山利幸君） 

 議長、教育長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 光山教育長。 

［教育長 光山利幸君 登壇］ 

◎教育長（光山利幸君） 

 武田議員さんから、いじめの現状と対策についての再問でございますが、本市では、全

ての小・中学校に、子どもたちの学校生活における満足度や意欲、学級集団の状況を把握

するためのアンケート調査「ハイパーＱＵ」を導入しております。 

 この調査結果をもとに、個々の児童・生徒の実態を捉えながら、きめ細やかな指導に活

用しているところでございます。今後ともこうした取組を進めることにより、いじめ問題

の未然防止や早期発見、早期対応に努めてまいりたいと考えております。 

 また、いじめ問題について、より実効性のある防止対策を進めていくためには、関係機

関が共通した認識のもとに、それぞれの役割を果たしながら、いじめ撲滅に向けた社会全

体の機運を高めていくことが重要でございます。 

 こうしたことから、本市におきましては、一昨年９月に施行された「いじめ防止対策推

進法」の規定に基づき、「美馬市いじめ防止基本方針」を策定し、学校・家庭・地域、そ

して行政機関の連携によるいじめ防止対策に取り組んでいるところでございます。 

 また、いじめ問題が発生した場合は、被害者だけでなく、加害者が抱える問題や背景に

も目を向けながら、当事者双方の心のケアに取り組んでいかなければなりません。 
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 この相談体制として、各学校においてはスクールカウンセラーの積極的な活用を行うと

ともに、市教育委員会におきましては、専用電話「いじめ問題サポートライン」を設置し、

子どもたちや保護者から寄せられるいじめ問題や子育てなどの相談に応じているところで

ございます。 

 いじめ問題につきましては、武田議員からお示しをいただきました他の自治体の事例な

ども参考としながら、総合的かつ効果的な対策を進めることにより、社会全体でいじめを

許さない、安全・安心な環境づくりに取り組んでまいりたいと考えております。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 再々問、もうありませんか。 

（「なし」の声あり） 

◎議長（藤原英雄議員） 

 それでは、議事の都合により、ここで、１０分間小休をいたします。 

小休 午前１０時２６分 

                                        

再開 午前１０時３５分 

◎議長（藤原英雄議員） 

 小休前に引き続き、会議を開きます。 

 次に、剣の会、井川英秋君。 

◎１０番（井川英秋議員） 

 １０番、井川。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 １０番 井川英秋君。 

［１０番 井川英秋議員 登壇］ 

◎１０番（井川英秋議員） 

 おはようございます。 

 １番バッターの武田議員さんから、バントしてでも塁に出ると言われており、バントは

２番バッターの仕事でございますが、武田議員さん、クリーンヒットでございます。会派

のほうから、ヒット・エンド・ランのサインが出ておりますので、精いっぱいヒットを打

ちたいと思います。行政の方々、走塁のほうを精いっぱい、よろしくお願いいたしたいと

思います。 

 それでは、剣の会に対して、代表質問の許可が議長のほうから出ましたので、今回は私

のほうから質問をさせていただきます。 

 まず最初に、この機会を与えていただいた会派の仲間には、本当に感謝申し上げたいと

思います。また、この議場におられる議員さん初め、多くの方々には１時間の間、ご協力

よろしくお願いを申し上げたいと思います。早いもので、今年もあと二十日余りとなりま

した。私もこの１年間を振り返れば、何をやってきたのかと、反省することばかりのよう

に思います。 

 国内外でも、今年もいろいろなことが本当に多く起きました。一例を挙げますと、今、
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地球上で、いつ、どこで起きるかわからないテロ問題、今は決して遠い国で起きている他

人事ではないように感じます。イスラム国により、あの日本人の犠牲者も出ました。パリ

同時多発テロの影響も多くの国に出ているのが、今の現状だと思います。国内、県内にお

いても、多方面で影響が出ていることが、マスコミ等で報道されています。もう国民一人

一人が、その問題に対して気にとめる時期が来たよう感じます。 

 大きな自然災害が、大豪雨により茨城県において鬼怒川堤防の決壊により、大災害にな

りました。私たちのまちにおいても、吉野川、穴吹川を含め多くの河川や谷がありますの

で、常に問題意識を持つ必要があるように思います。 

 また、政治の方面でも、今年は国民生活にかかわる多くの問題がありました。春から秋

にかけて、国民を巻き込んでの安全保障関連法案改正問題、この問題が少し静かになれば、

来年１月から施行されるマイナンバー制度、また私たちの生活に直結し影響も出てくるＴ

ＰＰ問題、このＴＰＰ大綱も決定したようでございます。２０１７年４月において、８％

から１０％に上がる消費税の件で、今は軽減税率をどうするか、与野党間協議で前哨戦と

して繰り広げられております。 

 国会も、１月４日からですかね、始まります。何人かの大臣のスキャンダルもあるよう

でございます。来年早々の国会も、大変荒れた国会になるような気がいたします。しかし、

しっかりと国民生活のための補正予算、当初予算は決めていただきたいと思います。 

 この関西においても、大阪での都構想問題が決着したかと思いましたが、先日の市長・

知事のダブル選挙が維新側の大差で勝利したため、また来年も、また話題性のある問題が

出てきそうなように思います。特に、大阪は関西圏ですので、我が県も含めた道州制問題

や地方分権の問題の議論も近い将来、多くなってくるように思います。 

 本日の質問を前にして、いろいろ申しましたが、私たちの生活に必ず影響する問題だと

思いますので、他人事ではなく、一人一人が真剣に考え、またこれらの諸問題に注視して

いかなくてはいけないと感じております。 

 前段は、このあたりで置きまして、質問に入らさせていただきたいと思います。 

 本日の剣の会の質問といたしましては、半ばに案件も申し上げ、また提案もいただき、

交通安全対策問題、剣山の災害問題、これは剣山に咲くキレンゲショウマの群生地の近く

の登山道が大きく崩れたもので、放置している問題でございます。ほかに、子育て世代の

人々の問題、重点プロジェクト問題、商品券の問題と、５提案の中から、議会では３件ま

でと決まっておりますので、本日通告しております子育て世代の問題、重点プロジェクト

の問題、商品券事業の問題を質問させていただきます。本日、質問できなかった件は、一

般質問、また委員会で仲間議員から質問があると思いますので、理事者、また行政側の皆

様、対応をよろしくお願いを申し上げたいと思います。 

 それでは、本日、通告しております第１点目の質問に入ります。 

 質問内容は、子育て世代に対する人々に対しての行政がどのような対応をしているかと

いう問題を、人口の減少、少子化を防ぐために取り組んでいる、特に地方創生の観点から、

要望も含め、市長の考えをお伺いしたいと思います。 

 また、質問の要旨として、就学前の子育て世代の方々が一番気になっている子どもを施
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設に預け、お世話してもらう負担金、保育料金問題をこの先において見直していただける

かどうかを含め、どのようなお考えを持っておられるか、お聞きしたいと思います。 

 この問題は、少子化問題を含め、合併時から１０年間、多くの議員さんから同じような

質問の内容がありました。内容としては、案件として一番多いように思いますので、また

この質問かと思う人もおられるかもしれませんが、同じような内容で一つの問題に対して

繰り返されて多いのは、その問題の先が見えず、美馬市にとって豊かなまちづくりをする

ための一番大事な問題点と思いますので、深いご理解のほどよろしくお願いいたしたいと

思います。 

 この質問の目的の趣旨は、市長のよく言われる「まほろばのまち美馬市づくり」をする

ため、地方創生の少しでも目的を果たすため、子育て世代、２０代半ばから４０代半ばま

でのまちづくりの中心的役割を果たせる世代の人々が、美馬市で住んでみたい、また本当

に心から住んでみたいと思ってもらえるようなまちづくりをするために行うものだと、ご

理解いただきたいと思います。 

 この問題を解決していくために、いろいろと多くの問題点をお聞きしたいと思っており

ますが、時間の制約もありますので、そこで先ほど申しましたが、的を絞り、その中で美

馬市設定の保育料金を中心に行政側のお考えをお聞きし、私の意見も述べさせていただき

たいと思います。 

 現在、美馬市で設定されている保護者負担の保育料金ですが、基本的に全国同じように

税の額、所得割課税額により７段階に決め、預かり時間を設定し、相応の負担をしてもら

い、保育所運営をしていると理解しております。 

 今現在の各段階での金額、人数、ほかの自治体との比較についての資料は、福祉部の協

力もいただき、そろっておりますが、余り数字的なことは第１回目の質問では言うことは、

私のほうから控え、意見を述べさせていただきたいと思います。 

 また、私の考えを最初に申し上げておきますが、美馬市の財政を考えることが一番です

し、ただ安くしろとか負担をゼロにしろとか、そのような考えは持っておりませんので、

誤解がないように理解して聞いていただきたいと思います。 

 今、行っている我が市の方針としては、全国的な平均より下回っているのも事実でござ

います。福祉政策の点において、非課税世帯や低所得者に対しては、ほかの自治体と比べ

余り差はございません。確実に手当されているのがよくわかります。しかし、この世代の

中間所得者やある程度の所得があり、負担をしてもらっている世帯に対して、今後の住み

よいまちづくりのために住みたいまちと思ってもらえるように少し軽減してあげるべきだ

と私は考えます。 

 私がこのような考えを申し上げるのは、この地方で働く２０代半ばから４０代の半ばの

方々のある程度所得がある人は、今この地方においてでは相当努力しているように思いま

す。また、努力しているのも事実だと思います。誤解があればいけませんので、先に申し

上げておりますが、所得が低い人が努力していないと決して言うのではございません。こ

の地方においては、都会と比べて高額所得をいただける事業所も少ないのは、今の現状で

ございます。今の状況では、当たり前でございます。私は、そう思っております。 
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 厳しい中での夫婦共稼ぎ、また夜間の仕事、また職場も市内を離れ市外で働き、住居を

美馬市に置いている方、そのような外で稼いで美馬市へ税金を納めていただく、外貨を稼

いで美馬市のためになっていただいていると思います。また、そのようなことにより、ほ

かの人より少し収入が多いのも事実かと思います。収入が多い結果、それにより所得税、

住民税もほかの人より多く納めていると思います。この世代の人々は、新しく家も建てて

ローンの支払い、そのために固定資産税の支払いで苦労しているのも事実かと思います。

市内を離れて遠くで働く人は、朝早く、夜は遅くの帰宅です。交通費も近くで働く人より

経費はかかります。特に、市内には多く収入を得る、先ほど申しましたが、民間企業が少

ない関係上、仕事は市外で、住居は美馬市で生活している人々は、職場の少ない美馬市に

おいては本当にこのような人々を大事にすべきかと、私は考えます。 

 税を納めてくれて、初めて豊かなまちづくりができるように私は確信をしております。

何回もひつこく繰り返して申し上げるのは、この人たちに光を当てることにより、美馬市

で生活したいと思ってもらえる環境づくりをすることが、本来の目的を果たせると私は思

っておるからでございます。 

 市長も、１１月８日の美馬市教育振興大会において、挨拶の中で、地方創生の目的を達

成するためには、子どもたちの教育を含め、責任を持って育てることが一番大事だと、

「真髄」という言葉を用いて言われておりました。そのことをすることが一番大事だとい

うことを言われておりました。この問題に対して、市長のやる気も大変感じました。私も

同じ思いをいたしております。どうか市長、我がまちを少子化、また人口減少からの問題

解決を少しでもするために、前向きに検討していただきたいと、切にお願いいたしたいと

思います。 

 現在も、いろいろな形でこの問題に対して検討もされているようですが、基本的な保育

料金、特に中間層、また多く支払いをされている方々に対して、７段階で決めている保育

料の見直しを検討してもらえるかどうか、お伺いしたいと思います。 

 再度、申し上げますが、少しでも地方創生のために役立ち、今言われている一億総活躍

社会につなげていけると、負担を軽減してあげればつなげていけると私は確信いたします。 

 次に、義務教育期間の保護者に対しての支援はどのような形で行われているか、お伺い

したいと思います。 

 この期間は、全国一律似たような施策をとっておりますので、ほかの自治体と特に変わ

った施策をとっていることがあれば、その点だけ教えていただきたいと思います。この点

も、先ほども申しましたが、今までほんまたくさんの、多くの議員さんから同じ質問もあ

りましたので、同じような答弁でございましたが、似たような答弁でございましたが、本

当簡単で結構でございます。 

 それでは、２件目の質問に入らせていただきます。 

 現在、今、市が行っているプロジェクト事業についての進捗状況について、お伺いした

いと思います。市民の人々の関心も高く、今の状況をよく聞かれることが多く、常に状況

を把握しておかなければ説明に困るときがございます。現在の状況を、説明をよろしくお

願いしたいと思います。 
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 そのようなこともあって、今現在、形になって進んでいる大塚製薬の工場用地とその関

連事業の点は、剣の会のほうで田中会長の段取りで行政の堀推進監やと、現地を視察させ

ていただきました。現在の状況を、そのとき業者の説明持ちました。視察をしてまいりま

した。１次造成は、完成するような状況でございました。また、関連道路及び工業用水工

事も着実に進んでいるように思いました。この件は、所信表明で市長のほうから完成した

との報告もありましたので、今の現状はよく理解できました。 

 また、私の家の近所にできている来年４月開園の認定こども園も、２９年４月に開校の

美馬小学校も着実に工事が進んでいるのが実情だと思います。現在、進行している工事に

おいては、今後安全対策を十分行い、無事完成することを願っております。 

 しかし今、形としてまだあらわれていない脇町で進めているパルシー跡地の複合施設と

美馬町が進めている道の駅の現在までの進捗状況はどのようになっているのか、お伺いし

たいと思います。今の状況をわかりやすく説明願いたいと思います。 

 そこで、また一つ提案でございますが、今後はこのような大きな事業は市民の人々にも

大変関心がございますので、事業が完成するまで、大きな事業だけで結構です。何回かに

分けて、そのときの状況を今のケーブルテレビなどを通じて、現地を映して放映すること

で、市民の皆様に、そのときそのときの状況をお知らせすることが私も大事なように思っ

ておりますが、そのようなことができるかどうか、その点をお伺いいたしたいと思います。 

 総合計画を見させてもらいました。総合計画の中で、計画を立てていることで問題で情

報発信の充実の点からおいても、実施してもらいたいと思います。 

 最後に、３件目に通告しておりました美馬市プレミアム付き商品券事業について、お伺

いしたいと思います。 

 この事業は、６月議会において、林議員さんのほうから一般質問ございました徳島県主

体の２０％のプレミアム付き商品券に引き続いての美馬市経済対策とあわせて、多子世帯

への生活支援として、３０％のプレミアム付き商品券を１世帯に付き２セットを上限とし、

また生活支援の商品券は３人以上、１８歳未満の子どものいる世帯には３セットを上限に

７，０００円で先行販売し、経済対策の分は申し込みがあれば抽せんで行うことで理解し

ておりました。 

 この事業において、市民にとっては３割のプレミアム付きですので、大変私も喜んでも

らえると思っておりましたが、実施した結果、第１回目は４割近く売れ残り、再度の方法

を変えて実施したと聞いておりますが、これだけの事業が第１回目になぜこのような結果

になったのか検証する必要がありますので、数字であらわしてご答弁お願いしたいと思い

ます。 

 第１点目に、美馬市の予算は幾らでしたか。商品券は何セットでしたか。多子世帯の商

品券は何世帯用意したか。第１回目において、双方どれぐらい売れ残りがあったか。その

結果、第２回目に申し込み件数はどれぐらいあり、どのような方法によって最後まで事業

を行ったのか、その成果と検証により、今後どのような取組をするのか、お聞かせ願いた

いと思います。 

 この質問は、決算特別委員会において、まだ結果が出る前に今後、この施策についてお
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伺いし、そのときの副市長のほうから、ある程度の答弁をいただいておりますが、事業の

結果が出ていない状況とは考えに変化もあると思いますので、その点も入れてご答弁をお

願いいたしたいと思います。 

 今回の代表質問は、どちらかと言えば提案型であり、要望的な中身の質問になっており

ますので、最初にも申し上げましたが、会派で相談しての質問でございます。細部におい

ては、また委員会でお聞きすることもあるかもしれませんので、できたら本日前向きな答

弁をいただくようよろしくお願い申し上げまして、１回目の質問、終わります。 

◎保険福祉部長（緒方利春君） 

 保険福祉部長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 保険福祉部長、緒方君。 

［保険福祉部長 緒方利春君 登壇］ 

◎保険福祉部長（緒方利春君） 

 私のほうからは、子育て世代に対する支援策について、本市の保育料についてのご質問

にお答えをさせていただきます。 

 本市の保育料の設定は、ご指摘のように、市民税の所得割課税額を基準といたしまして、

所得に応じて７段階の保育料を設定をいたしております。 

 この設定につきましては、本年４月から施行されました子ども・子育て支援新制度に基

づきまして、国から示された基準額をもとに設定をしたものでございます。 

 その金額につきましては、国の基準を若干下回るものとなっております。 

 階層別では、第４階層、第５階層のいわゆる中間所得者層の世帯が最も多く、全体の約

半分を占めている状況となっております。 

 ご質問の保育料負担の軽減につきましては、子育て世帯への経済的支援の観点から、要

望があるということは承知をいたしておりますが、行政が保育サービスを提供していく上

で、サービス受給者の負担のあり方、また後年度の財政負担などを考慮しながら、今後検

討をしていく必要があると考えております。 

 また、同時に、政府が提唱する「一億総活躍社会」の構想の中で、重点施策の一つとし

て「子育て支援」が掲げられ、希望出生率１．８の実現、待機児童ゼロという政策目標と

ともに、「幼児教育無料化」という政策目標も上げられているところでございます。 

 今後、国においても議論が進んでいくものと思われますが、こうした国の動向もしっか

りと把握しながら、検討をしてまいりたいと考えております。 

◎副教育長（加美一成君） 

 副教育長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 副教育長、加美君。 

［副教育長 加美一成君 登壇］ 

◎副教育長（加美一成君） 

 私のほうからは、義務教育期間における保護者に対する支援について、お答えをさせて
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いただきます。 

 義務教育期間におきましては、教育基本法等の定めによりまして、授業料や教科書など

は無償となっておりますが、それ以外の教育活動に要する経費は、本来保護者が負担をす

るということになっております。 

 こうした経費につきまして、保護者負担の軽減を図るために、本市におきましては、

小・中学校が行っております総合学習や生活科学習に要する経費についての補助を行うと

ともに、中学校新入生に対する自転車用ヘルメットの購入費の助成、またクラブ活動に対

する支援として、生徒１人当たり８，０００円の補助を行っているところでございます。 

 また、みまっこ健全育成事業といたしまして、スポーツを始めとする各種大会への参加

に対する補助なども行っておりまして、こうした取組により、義務教育期間における子育

て支援に努めているところでございます。 

◎プロジェクト推進総局長（橘 博史君） 

 プロジェクト推進総局長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 橘プロジェクト推進総局長。 

［プロジェクト推進総局長 橘 博史君 登壇］ 

◎プロジェクト推進総局長（橘 博史君） 

 私のほうからは、脇町の複合施設及び美馬町で進めている道の駅の進捗状況について、

お答えをさせていただきます。 

 まず、脇町地区の複合施設の整備につきましては、市民目線や専門的知見など、幅広い

視点からの検討が必要と考え、「脇町地区複合施設検討委員会」を設置し、議論をいただ

いたところでございます。 

 その中では、「ショッピングセンターパルシー」を活用し、ホール機能を中心とした複

合施設を整備することが必要である。 

 その施設において、市民の皆様が参加できる文化活動やイベントなどが積極的に行われ

ることにより、市全体のコミュニティの広がりや一体感の醸成につながるとの報告をいた

だいております。 

 ご質問の進捗状況でございますが、本年７月に基本・実施設計のための業者を選定し、

検討委員会でいただいたご意見やご提言に基づき、施設整備の基本理念や基本構想の策定

を行っているところでございます。 

 その方針におきましては、「創造」、「学び」、「演じる」、「触れ合い」、「憩い」、「交流」

をキーワードとし、このような機能を複合し一体的に整備することで、多様な市民活動に

応えられる施設づくりを実現したいと考えております。 

 今後の予定といたしましては、本年度内に基本・実施設計を取りまとめ、平成２８年度

の早い時期に、工事に着手したいと考えております。 

 ショッピングセンターパルシーを活用した複合施設につきましては、合併後の美馬市の

一体感の醸成を図るとともに、市民の皆様の文化・芸術の交流拠点といった機能もあわせ

持った施設となるよう取り組んでまいりたいと考えております。 
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 次に、美馬町字願勝寺、県道鳴門池田線沿いで進めている道の駅についてでございます

が、この事業につきましては、本市の特性を生かした道の駅の整備を図るため、「道の駅

設置検討委員会」を設置し、議論をいただいたところでございます。 

 その中で、道の駅の基本機能である休憩、情報発信、地域連携の３つの機能に加えて、

防災拠点機能の充実・強化、また、地域連携の中で、産地直売所を核とした地域振興施設

の整備、施設の管理運営方法、観光資源の周辺整備などのご提言をいただいたところでご

ざいます。 

 ご質問の進捗状況でございますが、現在、工事実施設計を行っているところであり、造

成及び施設配置計画、道路交差点設計などを取りまとめております。 

 なお、事業用地に関しましては、租税特別措置法の適用について、税務署との協議が整

い、用地取得を進めているところでございます。 

 また、事業区域は、埋蔵文化財包蔵地となっていることから、本年８月に試掘調査を実

施し、徳島県教育委員会からは本調査が必要である範囲を提示いただいているところでご

ざいます。 

 今後の予定といたしましては、地権者の皆様のご理解、ご協力をいただきながら用地取

得を進め、埋蔵文化財の本調査を行った後、早期完成に向けて事業を推進してまいります。 

 これからの道の駅は、地方創生の拠点となる先駆的な取組が求められており、市民の皆

様方に親しまれ、地域の元気をつくることができるよう、施設の管理・運営についても工

夫、検討を重ねてまいりたいと考えております。 

 次に、議員からのご提言につきましては、広報誌、ケーブルテレビなどを通じ、市民の

皆様へ情報発信をしてまいりたいと考えております。 

◎経済建設部長（奥村敏彦君） 

 経済建設部長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 経済建設部長、奥村君。 

［経済建設部長 奥村敏彦君 登壇］ 

◎経済建設部長（奥村敏彦君） 

 私からは、美馬市プレミアム付き商品券発行事業の成果と今後の取組についてに、答弁

いたしたいと思います。 

 本事業は、国の地域活性化・地域住民等緊急支援交付金を活用し、市内で３０％のプレ

ミアム付き商品券を美馬市が発行することにより、市民の消費喚起や生活支援を行い、景

気の向上、地域の活性化を図ることを目的とする事業でございます。 

 さらに、１８歳未満の子どもが３人以上おられる多子世帯に対しましては、生活支援と

いたしまして、１セット当たり３，０００円を割り引きし、７，０００円で販売をしたと

ころでございます。 

 取り扱いにつきましては、美馬市商工会に委託し、９月１１日から予約を受け付けし、

１０月１日から販売を開始したものでございまして、申請により登録された市内の商店等

で来年の１月３１日までの４カ月間、ご利用できるものでございます。 
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 この事業における美馬市の予算につきましては、８２０万円の事務費を含め、総額５，

９２０万円となっております。 

 美馬市プレミアム付き商品券は１万６，０００セット、２億８００万円分を用意してお

りまして、そのうち１，０５６セット、１，３７２万８，０００円分を１８歳未満の子ど

もが３人以上おられる多子世帯へのために準備をしておりました。 

 販売状況でございますが、１８歳未満の子どもが３人以上おられる多子世帯に対し、９

月１４日から２５日まで行った先行販売では、対象となる３５２世帯のうち２７８世帯に

８３３セット、１，０８２万９，０００円分を販売いたしました。 

 また、１０月１日からの１回目の一般販売では、４，５５８世帯に９，０２６セット、

１億１，７３３万８，０００円分を販売いたしました。そして、１０月２３日からの２回

目の一般販売では、１，３３５世帯に６，１４１セット、７，９８３万３，０００円分を

販売し、完売したところでございます。 

 １回目の一般販売率が低調であった原因といたしましては、商品券が市民の皆様に広く

行き渡るようにと、販売上限数を２セットまでに抑えたことや前回と販売方法を変更した

ことなどによるものと考えております。 

 次に、この事業の成果につきましては、美馬市プレミアム付き商品券の利用期間が１０

月１日から来年の１月３１日までの４カ月間でございますので、その短期間に美馬市内で

総額２億８００万円が個人消費として見込まれますことから、一定の経済効果があると考

えております。 

 また、現在、美馬市商工会が、美馬市プレミアム付き商品券利用実態に関するアンケー

ト調査を実施しておりますので、その結果も参考にさせていただき、次年度以降実施する

際には、市民の消費喚起や生活支援に寄与する事業となるよう、一層工夫を重ねてまいり

たいと考えております。 

◎１０番（井川英秋議員） 

 議長、１０番、井川。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 １０番、井川英秋君。 

［１０番 井川英秋議員 登壇］ 

◎１０番（井川英秋議員） 

 残り時間も余りないようですので、少し早口で申し上げますので、そこらあたり理解を

よろしくお願いします。 

 それでは、２回目の質問に入ります。 

 私が、今までに先輩または同僚議員が同じような質問を何回もしているのに、本日改め

て質問をしたのは、私、この３年ほど前から家庭において子育ての手伝いをしてる関係で、

この年になり、結構保育所に出入りする機会が多くなり、現在子育てしている保護者の

方々と接する機会が多くなり、いろいろなお話を聞くようになり、現在大変苦労して子育

てしている人々の状況を知っての質問でございます。 

 やっぱり若い保護者の方々は、今情報網も広く、県内及び隣接市町村の行政内容をしっ
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かり調べられております。特に、若い人々ですから、ネット社会の現在、ほかの自治体の

中身ぐらいを調べるのは、本当お手の物でございます。保育料金の問題にしても、すぐ隣

接市町村と比べて私たちに説明してくれます。本当に皆さん、よく知っております。 

 私もいろいろ調べました結果、第１回目の質問でも申しましたが、実際、保育料金は全

国平均より下回っておる。先ほど福祉のほうからも、部長のほうからもそういう答弁ござ

いました。しかし、この徳島県内においては、少し高い結果が出ているようでございます。 

 そこで、少しほかの自治体と比較した例を挙げますと、隣接する阿波市とは約３０％、

吉野川市とは１５％ぐらい数字差が出ているようでございます。やっぱり近くの自治体と

差が出れば、人の心は動くように思います。今の現在は、各自治体間の競争でございます。

何回も言いますが、まちを活性さす世代を取り込むことこそ地域再生の目的を果たすと私

は思います。最初の質問で、金額のこともなるべく触れないと申しまして、少しだけ保育

料を例にして、現状を申し上げておきたいと思います。 

 今、我が市の保育料は、いろいろと考えておるのは、子ども３人目から要らないように

なる、二人保育所に預ければ、半額に二人目からなる、いろいろな方法を考えております。

しかし、一月に基本的に高い人で、二人預けても８万円から９万円かかり、年間９６万円

から１１０万円ぐらいかかるようになります。ちなみに、一番高い人では、月６万円にな

っておりますが、この額では年間７２万円になります。これが、今の現在の美馬市におい

て高いか安いかは、ちょっといろいろ皆さん考えてほしいと思います。 

 何回も申しますが、この料金を払ってもらう世代は、これから我々が背負って、我々の

まちを背負ってもらう人々でございます。将来において、安心して子育てをしながらも、

経済的に少し余裕を持って生活をしてもらうことが、先々の美馬市のためになると私は確

信いたします。 

 また、全国的な点において例を挙げますと、子育て世代に対する思い切った施策をとっ

ている市町村も多くあります。一例を挙げますと、数年前、会派の勉強会で長野県の下條

村を郷司さんのお世話で視察を行いました。この村は、全国的に平成の大合併をやってい

るときに合併もせず、単独で生き残る道を選びました。生き残るためにとった施策は、基

本的に地域の再生は人との考えを基本に、若者・子育て世代を取り組む施策をいろいろ考

え、その方針をとったようでございます。その村から３０分通えば、自動車部品などをつ

くる工場を多く有する飯田市があり、そこで働く人々が安心して多く住んでもらえる施策

をとったようです。要するに、飯田市のベッドタウンということでございます。何せ、若

者に住んでもらう方針の行政運営を行っているようでございます。住民税、また所得税を

多く払ってもらうために、安心して暮らしてもらえる施策をとっております。 

 反面、行政のスリム化も行い、改革は本当に進んでいる地方の村だと感じました。平成

２２年の時点で、人口４，１５０人で役場の職員数は３７名でございます。類似団体の約

４割の人数でございます。結果も出ております。 

 今現在、日本中一番気にしている少子化問題においても、ここは出生率は全国第１位の

自治体で、２．０４人と記憶しております。少し記憶違いがあるかと思いますので、下條

村のホームページを見てもらえばよくわかると思いますので、大いに参考にすべきかと思
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います。 

 子どもをつくっても、保育料を含めて子育てに対する費用が余りかからないから安心し

て子育てができるようです。下條村の保育料金は、日本一と比べておおよそ４５％安いよ

うでございます。ちなみに、ここの伊藤村長さんは、改革は村長で、全国的にも有名な人

です。現在、６期目で８１歳でございます。村民の要望、若者の要望により、７期目もま

た目指していると聞いております。市長もどうですか、若者に人気を得て、この村長さん

ぐらい頑張っていただければと、期待しております。 

 何せ、今言われている地方創生、また一億総活躍社会の目的を少しでも達成に近づける

ために、子どもから老人まで豊かで元気に暮らせるまちにするのが目標ですが、そのため

には、中心的なる２０代半ばから４０代半ばの人々が、子育てを豊かな家庭生活が送れる

環境づくりが行政の一番大事な仕事だと私は感じ、そう信じておりますので、深いご理解

の上、意見を少しでも取り入れてもらえるよう強く要望しておきたいと思います。 

 近い時期に、このような施策をとらなくてはいけない時代も来ると思いますので、それ

なら早くほかの自治体より早く考えていただきたいと思います。ちなみに、予算の関係が

ありますが、歳入の問題だけです。３，０００万円ぐらいあれば結構思い切った改正もで

きると思います。参考までに申し上げておきたいと思います。 

 次に、プレミアム付き商品券ですが、３割のプレミアム、また生活支援においては、１

万３，０００円が７，０００円で購入できる仕組みでございます。４５％のプレミアム付

きでございます。私も個人的には、市民の方も大変喜んでもらえると信じておりましたし、

利用された方々は大変喜んでいるようでございます。 

 しかし、最初の発行したときに、生活支援の方が２０％、３割プレミアム付きの商品券

は４０％売れ残りました。再度発行のときは５セットまで購入できるようになり、完売で

きまして、先ほど報告がございましたが、完売できたようでございます。 

 しかし、これだけの多額の予算をつぎ込み、１回目にこれだけ残ったのはなぜか、この

ような事業においては確実に検証をしてもらいたい。先ほど、検証の結果も言われており

ましたが、まだいろいろ問題点はあるかと思います。この事業は、全国でも多くの自治体

が取り組んでおりますので、いろいろな問題も生じております。恥ずかしい不祥事も起こ

っております。滋賀県のあるまちにおいても、我が市と同じ３割のプレミアム付き商品券

を一人２セットまでの限度で発行されましたが、事もあろうに、町長が５セット、家族で

また１５セット、議長においては３０セットを購入し、大変不評を買い、テレビ等で、マ

スコミで全国的に放映されております。本当に恥ずかしい話でございます。多額の予算を

使っての事業です。担当部局はしっかりと検証して今後に生かしてほしいと思います。美

馬市においては、このような話は一切聞きませんし、絶対起きないと信じております。 

 検証を確実にすることよって、事業もうまくいくし、このような不祥事も起きないよう

になると思います。このような事業は、ある程度今後も必要な事業だと思いますので、も

し今後、事業を積極的にするのであれば、ただ継続的にマンネリ化するような事業にする

のではなく、市民が本当に喜ぶ、ほかの自治体から見て感心するような事業にしてほしい

と思います。そのために、いろいろな提案も取り入れ大いに研究をして、担当部局は今後
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いろいろ考え、取り組んでいただきたいと思います。 

 その点についても、答弁をお願いを申し上げ、私の２回目の質問を終わります。 

◎市長（牧田 久君） 

 議長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 牧田市長。 

［市長 牧田 久君 登壇］ 

◎市長（牧田 久君） 

 １０番、井川議員の再問につきまして、私のほうからは、子育て世代に対する支援策に

ついてお答えをいたしたいと思います。 

 議員ご指摘のように、安心して子育てができる環境の整備は、本市のみならず社会全体

の課題でもございまして、本市におきましても、重要施策の一つに位置づけをしていると

ころでございます。 

 現在、子育て世代への経済的支援といたしましては、みまっこ医療費助成事業や育児用

品の購入助成事業の実施などとともに、本年４月からは、第３子以降の保育料につきまし

ても、所得要件に限らず、全て無料としたところでございます。 

 また、ハード面におきましては、認定こども園の整備、そして放課後児童クラブの充実

を図ってまいりますとともに、パルシーを改修いたしまして、整備をいたしまして、複合

施設の中に子ども図書館や、あるいは子どもや育児をする保護者が交流できるスペースを

整備する予定としておるところでございます。 

 さらに、放課後児童クラブの利用料の負担軽減や、第３子以降の子どもが中学校修了ま

でに必要となる各種の経費につきましても、保護者の負担軽減を図ってまいるための施策

につきましても検討を進めてまいりたいと考えております。 

 今後とも、子育て世代への経済的支援を含めまして、こうした各種の子育て支援の施策

の充実を図ってまいりますとともに、次代を担う子どもたちが、健やかに生まれ育ち、安

心して子育てができる環境づくりに鋭意取り組んでまいりたいと考えておるところでござ

います。 

◎経済建設部長（奥村敏彦君） 

 経済建設部長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 経済建設部長、奥村君。 

［経済建設部長 奥村敏彦君 登壇］ 

◎経済建設部長（奥村敏彦君） 

 美馬市プレミアム付き商品券発行事業の継続と今後の取組についてのご質問でございま

したが、この事業につきましては、国の交付金を活用して実施いたしました事業でござい

ますので、今後も継続するかどうかは国の方針に左右されるところでございますが、実施

をいたします際には、全国の失敗例、また成功例などを参考といたしまして、先ほど答弁

させていただきましたとおり、市民の消費喚起や生活支援に寄与する事業となるよう、一
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層工夫を重ねてまいりたいと考えておりますので、どうかご理解のほどをお願いいたしま

す。 

◎１０番（井川英秋議員） 

 議長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 １０番、井川英秋君。 

［１０番 井川英秋議員 登壇］ 

◎１０番（井川英秋議員） 

 時間が足らんと思いましたが、１２分ありますので、こっちの要望ばっかりでございま

すが、最後のまた要望をしときたいと思います。まとめをいたしたいと思います。 

 第１件目の問題ですが、基本的には社会福祉政策は全国同じような形にしていける方向

にするのが一番よいのかもしれませんが、各自治体それぞれ抱える問題点が違うところも

多くあり、なかなか難しい点もあることはある程度理解はいたします。我が市において、

老人初め生活弱者と言われる人々に対しては、ほかの自治体と同等、またそれ以上の施策

をとれているように感じております。 

 政治は、弱者のためにあると言われておりますので、今までどおり、この方針をなるべ

く変えないようにすることが大事かと私は思いますが、しかし、この地域を人口減少の問

題点を含め、しつこく申しますが、人口減少の問題点を含め、地域を少しでも再生するた

め、ほかの自治体に負けないよう豊かにするためには、中心的に活動してもらえる世代の

人々が、本当に安心して生活をして中心になってまちづくりをしてもらえる環境づくりを

どのようにすべきかということが、行政にとって一番大事かと思います。そのようなこと

を本日もお聞きして、要望をさせてもろた次第でございます。 

 どうか市長、まちの活性は、子育て世代の若い人にかかってます。将来、この人たちの

肩にかかっていると言っても言い過ぎではないと思います。若い人呼ぶとか、消えていく

まちは、そのまち自身が将来消滅危機に近づきやすくなるという問題意識を今後も今まで

以上に持ち続けて初めて地方創生の目的を少しでも果たせると思います。そのような施策

を今後も行っていただきたいと思います。 

 次に、重点プロジェクトの問題でございますが、そのときそのときの状況に応じて、市

民の人々にどのような形で進んでいるかをお知らせすることが、ともにまちをつくるとい

う競争の観点から大切に思いますし、市民の方が知ることにより市民の方々との信頼関係

も大きくなると思いますので、その点もご理解、よろしくお願いしたいと思います。 

 最後に、美馬市発行のプレミアム付き商品券ですが、先ほどもすると、国のほうから方

針があればやるとの答弁ございましたが、この事業を今後も行うのなら、市民に喜んでも

らえるよう、本当にマンネリ化せず、常に新しいアイデアを考えて、斬新な方法も取り入

れて、先ほども申しましたが、ほかの自治体から感心されるような事業にしてほしいと思

います。ほれと、なかなかできるかできんかもわからんのですけど、福祉事業と経済対策

事業は少し分けてすることもよいかもしれませんので、ちょっと検討課題としていただき

たいと思います。 
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 以上、３件、本日剣の会としての質問、どちらかと要望ばっかりになりましたが、少し

でも私たちの要望、前向きに検討してもらえることを再度お願い申し上げまして、剣の会

としての全ての代表質問を終わらせていただきます。どうもありがとうございました。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 ここで、議事の都合により昼食休憩といたします。 

 午後からは１時に再開をし、引き続き、市政に対する代表質問を行います。 

小休 午前１１時３１分 

                                         

再開 午後 １時００分 

◎議長（藤原英雄議員） 

 休憩前に引き続き、会議を再開いたします。 

 引き続き、代表質問を続行いたします。 

 次に、相和会、原 政義君。 

◎１５番（原 政義議員） 

 議長、１５番。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 １５番、原 政義君。 

［１５番 原 政義議員 登壇］ 

◎１５番（原 政義議員） 

 それでは、議長の許可をいただきましたので、通告に従い、相和会を代表して質問をさ

せていただきます。 

 平成２８年度予算について、地方創生について、マイナンバー制度について、以上、３

点につきお尋ねいたします。 

 まず、平成２８年度予算についてであります。 

 平成２７年も１２月となり、もうあと二十日余りとなりました。最近、新語・流行語大

賞が発表され、「爆買い」、「トリプルスリー」などが表彰されておりました。 

 さて、行政において、平成２７年の流行語は、言うまでもなく、「地方創生」であった

と思います。石破地方創生担当大臣のもと、第２次安倍改造内閣の重点施策として掲げら

れ、地方の人口減少に歯止めをかけ、首都圏への人口集中を是正し、地方の自律的な活性

化を促すため、国において長期ビジョン、総合戦略を策定し、各種施策、地方創生関連の

新型交付金などにより現在進めていることは周知の事実であります。 

 また、１０月に発足した第３次安倍内閣において、「誰もがもう一歩踏み出すことがで

きる社会をつくる」、「新しい挑戦を始める」と述べ、アベノミクスの第２ステージとして

位置づけ、「一億総活躍社会」の実現を目指すとの方向も示されました。 

 そして、国においては、安倍首相の強いリーダーシップにより、地方創生、一億総活躍

社会の実現に向けた予算措置がなされようとしております。このような流れを受けながら、

美馬市においても、市長の方針であります地域活力・子ども・高齢者を重点に捉え、国の

交付金、補助金、例えば新型交付金などを活用し、各種施策を進めているところでありま
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す。内容については、市長所信において述べられているところであります。 

 そこで、２点ほどお伺いをいたします。 

 まず１点目、平成２８年度予算についてであります。 

 市長が、現在重点を置いている地域活力、子ども、高齢者、さらに地方創生、一億総活

躍社会を組み込み、平成２８年度予算編成を今後進めていくと思われますが、予算編成に

当たり、最重要ポイントとして考えていることについて教えていただきたいと思います。 

 ２点目は、自主財源確保のための取組についてであります。 

 先ほど話ししました国からの交付金、補助金については、多くいただければそれに越し

たことはありませんが、いつ減らされるか、なくなるかわかりません。やはり、自主財源

をしっかりと持っておき、それを各種施策に使っていくことが安定した財政運営につなが

ると考えております。 

 自主財源の確保については、各自治体において大変苦労しているところであります。美

馬市においても例外ではなく、今まで議会などにおいて議論されてきたところであります

が、平成２８年度予算を編成するこの時期に再度確認し、見直しをする必要があると考え

られます。自主財源の最たるものは、市民税、固定資産税などでありますが、しっかりと

滞納対策を行っていると思われますので、今回は以下のことについて教えていただきたい

と思います。 

 まず、遊休地、財産の処理状況についての今までの処理状況、今後の対策についてお尋

ねをいたします。 

 次に、公共施設の使用料について、今までの状況、使用料を増やすためにどのような取

組を行っているのか、お聞かせ願います。 

 そして、ふるさと納税について、今までの状況、今後さらなるふるさと納税を呼び寄せ

るためにどのような取組を行っているのかをお伺いいたします。 

 次に、地方創生、特にＣＣＲＣについてであります。 

 国の地方創生の流れを受け、美馬市において美馬市人口ビジョン、美馬市まち・ひと・

しごと創生総合戦略を１０月末に策定し、２０６０年の人口目標を２万人の確保を目指し、

各種戦略を立てております。美馬市人口ビジョン、美馬市まち・ひと・しごと創生総合戦

略は、現状をきちんと把握され、その現状を克服するために緻密な戦略が立てられており、

すばらしい戦略であると評価しておるところであります。一つ一つの戦略の実現が、人口

目標の達成につながりますので、しっかりとしていただければと願っております。 

 そこで、今回、美馬市版ＣＣＲＣについてお伺いいたします。 

 ＣＣＲＣという言葉は、余り聞きなれない言葉でありますが、調べますと、アメリカ発

祥で高齢者が健康なときから介護を受けるときまで移転することなく、継続的なケアが保

障されるコミュニティであり、アメリカにはおよそ２，０００カ所にＣＣＲＣがあり、居

住者は推定７５万人が生活しており、そこで生涯学習や社会参加、多世代交流が行われ、

自分だけの世界に閉じこもらないコミュニティづくりが推進されているようであります。 

 先般、石川県にありますシェア金沢に視察に行きました。シェア金沢では、高齢者、大

学生、病気の人、障がいのある人、若者から高齢者まで、全てが一つのコミュニティを形
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成し、美馬市で言うと、一つの自治会のようなつながりができており、それぞれが主体性

を持って地域社会づくりに参加していました。 

 そこで、お伺いをいたします。 

 まず、１点目、美馬市版ＣＣＲＣはどのようなことを考えているのか、お聞かせ願いま

す。 

 ２点目、市長所信にもありましたが、地方創生先行交付金、上乗せ交付金のうち、先駆

的な事業に対し交付されるタイプⅠ、これにシニアパワーの活用を含めた美馬市版ＣＣＲ

Ｃ推進事業と「うだつの町並み」再生プロジェクト事業が採択されておりますが、このＣ

ＣＲＣ推進事業の事業内容についてお聞かせを願います。 

 そして、３点目、ＣＣＲＣのメリット・デメリットについてであります。 

 移住者の獲得、そこで働く場所の確保、それに伴う多くの人が集積するなどのメリット

があると考えられますが、中・高年齢層を迎え、医療費、介護費用の費用負担が増えるの

ではないかといったデメリットもあるのではないかと思われます。メリット・デメリット

について、お尋ねをいたします。 

 最後は、マイナンバー制度について、スケジュールと市の対応についてであります。 

 マイナンバー法が１０月に施行され、本格的にスタートをいたしました。マイナンバー

は、行政の効率化、国民の利便性を高め、公平・公正な社会実現のための社会基盤である

ことは、多くの市民が知っていることと思われます。詳細について、広報みまにおいて連

載されております。 

 来年１月からのマイナンバー制度運用開始に向けて、番号通知カードの発送が行われて

おりますが、一方で、全国各地でトラブルが報告されております。市民の個人情報保護の

高まりもあり、新聞報道、テレビ報道、インターネットには、マイナンバーへの不安が多

くあふれているところであります。そこで、市民の不安を払拭するために、マイナンバー

についての市の考え方、対応についてお伺いをいたします。 

 まず、１点目、美馬市での番号通知カードの発送状況、受け取り状況について、番号通

知カードが市民の手に届くまでの管理責任、そして今後のマイナンバーについてのスケジ

ュールについて教えていただきたいと思います。 

 ２点目は、個人情報保護に対する不安への対応についてであります。 

 個人情報の外部への漏えい、成り済まし被害に対する不安が非常に大きいものがありま

す。そこで、その対策、対応についてお聞かせ願います。 

 ３点目は、個人番号カードの申請についてであります。 

 申請時の本人の確認方法、申請については、事業所等で一括申請する、また量販店で申

請できるブースを設けるなど行わないのか、お教えいただきたいと思います。 

 ４点目は、今後、公的な書類に番号記入を行うことになると思われますが、記入は義務

になるのか、その点、お聞かせ願います。 

 以上についてお伺いし、答弁につき再問させていただきます。よろしくお願いいたしま

す。 

◎政策監（佐藤健二君） 
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 政策監。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 政策監、佐藤君。 

［政策監 佐藤健二君 登壇］ 

◎政策監（佐藤健二君） 

 １５番、相和会、原 政義議員さんの代表質問のうち、私のほうからは、１件目の平成

２８年度予算についてお答えをさせていただきます。 

 まず１点目の、最重要ポイントについてです。 

 これから、年末年始にかけまして、本市におきましても、予算の編成作業を進めてまい

りますけれども、今、国においては経済・財政再生計画のもと、平成２８年度予算から本

格的な歳出改革に取り組もうとしております。 

 この計画では、地方も国と基調を合わせて歳出の重点化と効率化に取り組むこととなっ

ており、地方財政計画についても重要な課題と位置づけられております。 

 一方、６月に閣議決定をされました国の経済財政運営の基本方針、「骨太の方針」では、

地方一般財源の総額を平成３０年度までにおいて、平成２７年度地方財政計画の水準を下

回らないよう実質的に同水準を確保するとされております。 

 しかしながら、交付税の別枠加算や歳出特別枠の見直しに関しましては、経済再生に合

わせまして、危機対応モードから平時モードへと切りかえを進めていくことを勘案します

と、本年度と同水準が確保できるかどうかは不透明な状況でございます。 

 こうした国の動向に加えまして、本市におきましては、平成２７年度から地方交付税の

合併算定がえによる加算が段階的に削減されますことから、平成２８年度予算の編成に当

たりましては、持続可能な財政運営を行っていくため、事務事業全般の見直しを行いなが

ら、市の重点施策であります、「子ども」、「地域活力」、「高齢者」の施策を展開・推進す

るために重点的に配分を行うとの編成方針を示したところでございます。 

 また、国においては、３．３兆円規模で、「一億総活躍社会」の実現に向けた施策や、

所得の低い年金受給者に支給する臨時給付金等が盛り込まれた補正予算を検討との報道も

ございます。 

 今後は、年末にかけまして国の予算編成が進んでまいりますが、補正予算を含む施策や

制度の内容をしっかりと情報収集、・分析し、的確に予算に反映できるよう努めてまいり

たいと考えております。 

 次に、自主財源確保のための取組について、ご質問いただいております。 

 本市の自主財源は、予算全体のおよそ２割程度となっております。大半を地方交付税、

また補助金などに頼っているという状況でございます。 

 地方交付税や補助金といった歳入は、国の動向に大きく左右されるものでありますこと

から、今後、これが増えていくという想定は、現在の状況では考えられないところでござ

います。 

 そこで、自主財源の確保ということが重要になってまいりますが、主となる市税につき

ましては、景気の停滞等によりほぼ横ばいで推移しておりまして、厳しい見通しであると



 

－４７－ 

 

認識しております。 

 今後、大塚製薬株式会社の工場立地の効果が期待されるものの、公平性と収入の確保の

観点から、より一層、課税客体の把握や滞納への対応に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 

 また、遊休地などの財産処分の状況についてでございますが、市有地のうち、将来に利

用する予定のない土地につきましては、売却処分を行ってきたところでございます。 

 処分状況につきましては、予定地である４２カ所、約２万３，７５０平方メートルのう

ち、平成２６年度までに３２カ所、約７，８４７平方メートル、予定地面積全体の３３％

の売却が完了しております。 

 また、公用車や事務機器などの物品のうち、更新などにより不用となりましたものにつ

きましては、インターネットオークションを利用した売却を実施しており、平成２６年度

までに１６６件を出品し、１２６件が落札をされております。 

 なお、今後の方向につきましては、現在、新たな行財政改革の策定作業を進めていると

ころでございまして、その中で、議員のほうからお話がありました使用料等も含めて、そ

ういった取組について検討しているところでございますので、ご理解をいただきますよう

よろしくお願いいたします。 

◎市民環境部長（佐藤充生君） 

 議長、市民環境部長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 市民環境部長、佐藤君。 

［市民環境部長 佐藤充生君 登壇］ 

◎市民環境部長（佐藤充生君） 

 相和会の代表質問といたしまして、１５番、原 政義議員さんより、平成２８年度の自

主財源の確保のための取組、とりわけ、ふるさと納税につきまして、今までの状況、そし

てさらなるふるさと納税を呼び寄せるためにどのような取り組みを行っているのかとのご

質問をいただきましたので、答弁をさせていただきます。 

 ふるさと納税制度は、平成２０年４月の地方税法の一部改正により導入されたもので、

「ふるさとに貢献したい」、「ふるさとを応援したい」という納税者の皆様の思いを、地方

公共団体へ寄附という形であらわしていただいたときに、個人住民税などが軽減される制

度でございます。 

 個人住民税などが軽減される金額につきましては、寄附者の所得や寄附金額によっても

異なりますが、寄附者にとっては、基本的に２，０００円の自己負担で済み、また、お礼

の商品を送る自治体も数多く、制度導入以来、寄附金額は全国的にも増加しております。 

 本市におきましても、過去３年間の状況について報告を申し上げますと、平成２４年度

が７０件、２６７万２，０００円、平成２５年度が１４５件、３７８万８，０００円、平

成２６年度が１８０件、４９２万１，０００円となっており、年々増加の傾向にございま

す。 

 本年度におきましても、１１月末現在で１０８件、５５０万５，０００円となっており
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ます。こういった寄附金は、「みまっこ健全育成事業」や「自治会振興事業」など、本市

の重要施策に活用をいたしております。 

 また、ふるさと納税に対する取組といたしましては、近畿美馬市ふるさと会を初め、美

馬市ゆかりの方々への働きかけやお礼の商品の充実を図っており、今後におきましても、

ふるさと納税の趣旨を勘案しつつ、本市の貴重な自主財源でもありますので、ふるさと納

税のさらなる確保に努めてまいりたいと、このように考えております。 

◎企画総務部長（上谷敏也君） 

 企画総務部長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 企画総務部長、上谷君。 

［企画総務部長 上谷敏也君 登壇］ 

◎企画総務部長（上谷敏也君） 

 相和会、原議員さんからの代表質問にご答弁をさせていただきます。 

 まず、地方創生の「美馬市版ＣＣＲＣ」についてでございますが、本年１０月に策定い

たしました「美馬市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の中に、「美馬市版ＣＣＲＣ」と

いたしまして、高齢者の移住・住みかえ者数を１００人を目標に掲げまして、現在、基本

構想の策定に取り組んでいるところでございます。 

 ＣＣＲＣとは、米国発祥の暮らし方で、直訳いたしますと、「生活支援、健康支援、予

防・医療、また介護サービスなどの継続したケアを提供する高齢者の生活共同体」となり

ます。 

 特徴的な点は、高齢者が可能な限り自立して自由に生活できる期間を長くするため、条

件が満たされるとともに、健康を維持するプログラムのほか、移送・清掃などの日常生活

支援、趣味や文化的行事への参加機会も数多く用意されていることなどが上げられます。 

 これに対しまして、「日本版ＣＣＲＣ」につきましては、国の有識者会議によりますと、

東京圏を初めとする地域の高齢者が、希望に応じ地方やまちなかに移り住み、多世代と交

流しながら健康でアクティブな生活を送り、必要に応じまして医療・介護を受けることが

できるまちづくりを目指すものでございます。正式名称につきましても「生涯活躍のま

ち」とされたところでございます。 

 また、同会議がまとめた中間報告によりますと、従来の高齢者施設等は、高齢者が介護

状態になってからの入所・入居が通常でございますが、それに対しまして、「生涯活躍の

まち」におきましては、高齢者は健康な段階から入居し、できる限り健康長寿を目指すと

されております。 

 次に、メリットについてでございます。２０２５年以降、高齢者数の減少が見込まれる

本市にとりまして、人口減少対策に加えて、多種多様な経験をお持ちの中・高年齢層を受

け入れることによりまして、地域の活性を維持することが期待されるものと考えておりま

す。 

 一方、デメリットといたしましては、議員ご指摘のように、中・高年齢層の受け入れに

よりまして、「医療・介護費用の地方負担が増えるのではないか」という懸念もあるのも
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事実でございます。 

 ＣＣＲＣは、元気な中・高年齢層の受け入れを基本とした仕組みですが、将来的な医

療・介護費用の増加を抑制するため、例えば、健康維持に対するインセンティブの付与の

導入など、他の地方自治体の参考となる、まさに「モデル」となるような取り組みを検討

いたしております。 

 また、高齢者向け施設に入居した場合の住所地特例の拡大など、ＣＣＲＣに伴います地

方負担の抑制につきましては、県や他の関係機関などとともに、国に対しまして働きかけ

ることを行ってまいりたいと考えております。 

 今後、「国の生涯活躍のまち支援チーム」の対象自治体として選定されること、さらに

は本市の計画を平成２８年度以降のモデル事業として採択されることを目指しまして、構

想策定を進めてまいりたいと考えております。 

 続きまして、マイナンバー制度のスケジュールと市の対応についてのご質問でございま

す。 

 いわゆる「番号法」に基づきますマイナンバー制度につきましては、本年１０月５日に

本格的に動き出しております。 

 このうち、一人一人に付番されました１２桁の個人番号が記載されました通知カードに

つきましては、１１月末までに住民票を有する各世帯に、簡易書留によりお届けをしたと

ころでございます。 

 しかし、不在等の理由で期日までに受け取りができなかった方の通知カードにつきまし

ては、最終的に市役所に返却されますので、再度、転送可能な普通郵便により案内を行い

まして、市役所において交付させていただくこととなっております。 

 また、個人番号カードの交付を希望される方につきましては、通知カードに同封の個人

番号カード交付申請書により申請をいただくことで、来年１月、各庁舎におきまして交付

を行うことといたしております。 

 個人番号カードは、本人確認のための身分証明として利用できるほか、マイナンバーの

提示が必要なさまざまな場面で、マイナンバーを証明する書類として利用できるものでご

ざいます。 

 また、ＩＣチップに記録されている電子証明書を使いますと、ｅ－Ｔａｘなど電子申請

を行うことができますので、できるだけ多くの市民の皆様に申請をいただければと考えて

おります。 

 なお、市役所等での行政手続におきまして、マイナンバーの記入が必要となりますのは、

法令で定められた一部の事務となっております。 

 次に、今後のスケジュールにつきましては、平成２８年１月にマイナンバーの利用が始

まり、一部の行政手続におきましてマイナンバーが必要となります。その後、平成２９年

１月から国の機関の間での情報連携が、また、同年の７月から地方公共団体も含めました

情報連携が行われますので、マイナンバー制度が本格的に稼働いたします。 

 本市といたしましても、平成２８年７月から始まる情報連携に向けた全国的な運用テス

トに向け、準備作業に万全を期してまいりたいと考えております。 
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 次に、マイナンバーの個人情報に関しまして、個人情報が外部に漏えいするのではない

かといった不安が、市民のみならず国民の多くの方々が懸念を持たれているところがござ

います。 

 このような不安につきましても、まず制度面では、マイナンバーを利用した行政手続を

行う場合、個人番号カードの提示などをしていただくこととなっております。また、事業

者につきましても、マイナンバーを利用する場合は、その収集、利用、保管、廃棄等につ

きまして、適正な運用管理を実施することが義務づけられております。 

 本市におきましても、マイナンバーを利用するに当たりまして、職員研修を実施するな

ど、適切にマイナンバーが利用できるよう準備を進めているところでございます。 

 国におきましても、マイナンバー制度全体を監視いたします特定個人情報保護委員会が

設置されまして、マイナンバーが漏えいした場合などの罰則についても、強化がなされて

いるところでございます。 

 次に、システム面でございますが、個人情報の管理につきまして、「一元管理」ではな

く、「分散管理」の方法がとられまして、国や他の地方公共団体との情報連携におきまし

ては、マイナンバーを直接利用せず、符号を用いるなど、通信の暗号化やアクセスできる

人の制限や管理を行うことにより、個人情報の保護を徹底しております。 

 このように、マイナンバーに対します個人情報の安全管理対策が講じられているところ

でありますが、なお一層の管理徹底を図りまして、遺漏のないよう努力に努めてまいりた

いと考えております。また、市民の皆様への周知も図っていきたいと考えております。 

◎１５番（原 政義議員） 

 議長、１５番。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 １５番、原 政義君。 

［１５番 原 政義議員 登壇］ 

◎１５番（原 政義議員） 

 それぞれに対しましてのご答弁、ありがとうございました。再問をさせていただきます。 

 平成２８年度予算につきましては、施策の制度内容をしっかりと情報収集・分析し、的

確に予算に反映させるよう努めていくとのことであり、しっかりとアンテナを張っていた

だきたいと思っております。 

 地方創生への予算対応について、お聞かせ願いたいと思います。 

 市長所信において、地方創生に対しまして事業内容等が示されましたが、「美馬市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」にのせている計画を順次進めるための新型交付金、国・

県の補助金、交付金などを活用しつつ進めていく上で、今後どのように計画していくのか、

お尋ねをいたします。 

 次に、「美馬市版ＣＣＲＣ」につきましては、美馬市にとってよりよいものとなるよう、

研究していただきますようお願いいたします。 

 「美馬市まち・ひと・しごと創生総合戦略」について、お伺いをいたします。 

 人口ビジョンにおいて、２０６０年に２万人の人口の確保を目指すこととしております
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が、総合戦略を見ますと、キーワードは、「若者」であることに気づきます。基本目標と

して、本市に仕事をつくり、雇用の創出や所得の増加を実現する。本市への新しい人の流

れをつくり、若い世代の結婚、出産、子育ての希望をかなえる。時代に合った地域をつく

り、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携すると定めております。若い世代を

支援し、活躍することにより、目標に近づけることができると思います。 

 しかしながら、現在の美馬市を見回しますと、まちづくりについて若い世代の活躍が余

り見えてこないように感じております。若い世代の活躍が、今後の美馬市を活気づける起

爆剤となります。そこで、若者が積極的に市政に参加できる方法がないのか、お伺いをい

たします。 

 また、参政権が次回参議院選挙より、１８歳に変更になります。そこで、この機会を捉

えて、教育現場での市政への関心を向上させる施策が必要なのではないかと思われますが、

そのことについてもお考えをお聞かせ願います。 

 最後に、マイナンバーにつきましては、市民の不安を一つでもなくすよう進めていただ

きたいと願っております。マイナンバーについて、お伺いをいたします。 

 マイナンバーは、行政の効率化、国民の利便性の向上、公平・公正な社会の実現のため

に導入されるわけでありますが、国民の所得の把握、行政サービスの受給状況を把握しや

すくする、行政手続が簡素化されるなどが上げられますが、今後、さまざまなことがマイ

ナンバーでつながることが想定されるわけであります。美馬市において、どのようなこと

について活用できると考えているのか、お聞かせ願います。 

 また、実務的な対応についても、メリット・デメリット含めてお聞かせ願います。 

 以上につき、お尋ねをし、答弁により再問させていただきます。 

◎企画総務部長（上谷敏也君） 

 企画総務部長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 企画総務部長、上谷君。 

［企画総務部長 上谷敏也君 登壇］ 

◎企画総務部長（上谷敏也君） 

 再問いただきましたので、順次ご説明をしたいと思います。 

 まず、地方創生への予算に対応ということの再問でございます。 

 地方創生関連対策に活用が見込まれます新型交付金につきましては、平成２８年度概算

要求におきまして１，０８０億円、事業べ一スで２，１６０億円と、地方側の要求を下回

る規模となりましたが、地方の先駆的な取組や政策間の連携、優良事例の横展開を支援す

る内容となっております。 

 本市におきましては、生涯活躍のまち「美馬市版ＣＣＲＣ」や、廃校校舎を活用した

「小さな拠点」の形成事業など、該当すると考えておりまして、国の補正予算の動向や、

本市における事業の進捗状況を勘案しながら、交付金を最大限活用できるよう対応してま

いりたいと考えております。 

 一方、平成２６年度補正予算に計上し、現在事業を展開しております地方創生先行型交
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付金事業のうち、給付型の事業につきましても交付金から除外され、地方財政計画に計上

される「まち・ひと・しごと創生事業費」により対応する方向で調整を現在進めていると

こでございます。 

 そのため、本市におきましても、平成２８年度以降継続する事業につきましては、一般

財源で普通交付税により対応する必要がございます。 

 こうしたことから、本市におきましても、交付金の有効活用とあわせまして、既存事業

の見直しによります地方創生財源の確保にもしっかりと取り組んでいきたいと考えており

ます。 

 続きまして、若者の声を市政に反映させる方法についての再問でございます。 

 本市の人口動向を考えますと、若者の流出にどう歯止めをかけるかという視点が極めて

重要と考えております。そこで、本市では、「人口ビジョン」と「総合戦略」の策定に当

たりまして、市内及び近隣の高校、特別支援学校の生徒を対象に、進学や就職に関するア

ンケートを実施いたしました。 

 その中で、就職希望者の就職希望地域につきましては、美馬市が第１位となり、また希

望する職種の第１位は、製造業となりましたことから、工場誘致や既存企業への就職支援

などを有効的に実施することで、地元定着につながるものと考えられます。 

 一方、進学希望者の卒業後におきます美馬市への居住希望が、約４割にとどまりました

ことから、Ｕターン就職を促すために、業種や職種の選択の幅も必要であることがうかが

われ、対策を今後進めてまいりたいと考えております。 

 また、総合戦略へ、若者、特に若い女性の声をもっと反映すべきだとのご意見は、創生

会議におきましても有識者からご意見を頂戴いただいたところでございまして、今後、総

合戦略の改訂を行う際に、こうした若者の声を反映できます工夫をいたしまして、今後取

り組んでいきたいと考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じます。 

 次に、教育現場での市政への関心を向上させる施策についての質問でございます。 

 ご承知のとおり、本年６月に、選挙権年齢を現行の「二十歳以上」から「１８歳以上」

に引き下げる「改正公職選挙法」が可決、成立し、来年夏に執行が予定されております参

議院・衆議院通常選挙から適用される見込みとなってございます。 

 今回の法律改正受けまして、新たな取組といたしまして、徳島県と美馬市選挙管理委員

会が事業主体となりまして、「初歩から学ぶ選挙スクール開講事業」を、今月１７日に県

立穴吹高等学校におきまして実施する予定といたしております。 

 また、中学生を対象といたしました「初歩から学ぶ選挙スクール開講事業中学校版」を

計画しておりまして、今年度の実施に向けまして、現在、徳島県と本市教育委員会など関

係機関と調整を行っているところでございます。 

 このような事業や啓発活動を通じまして、中学生や高校生が政治への関心や選挙への親

しみを向上させるよう努めてまいりたいと考えております。 

 続きまして、マイナンバーの活用についての再問でございます。 

 議員ご指摘のとおり、各地方自治体におきましても、条例で定めることで個人番号の独

自利用が可能となってございます。 
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 しかしながら、導入に当たりましては、システム変更等多大な経費を要することも考え

られますので、費用対効果、財政負担及び近隣市町村の動向も勘案しながら進めてまいり

たいと考えております。 

◎市民環境部長（佐藤充生君） 

 議長、市民環境部長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 市民環境部長、佐藤君。 

［市民環境部長 佐藤充生君 登壇］ 

◎市民環境部長（佐藤充生君） 

 １５番、原 政義議員より、マイナンバー制度につきまして、とりわけ実務的な対応及

びデメリット・メリットについての再問いただきましたので、答弁をさせていただきます。 

 まず、美馬市での通知カードの発送状況、受け取り状況についてのご質問がございまし

た。通知カードの世帯ごとの発送数は１万２，９０８通でございまして、１２月２日現在

の郵便局からの返戻数は８２６通ございました。今後、配達時の不在等によるとめ置き期

間の経過もございますので、返戻数はもう少し増えるものと、こういうふうに考えられて

おります。 

 次に、通知カードが市民の手元に届くまでの管理責任はとのご質問がございました。個

人番号の通知は、法令によりまして市町村が通知カードにより行うこととなっております

ため、市町村の事務でございます。 

 なお、通知カードの発送手続につきましては、全国の市町村が事務の委任を行っており

ます「地方公共団体情報システム機構」から郵便にてお届けをいたしております。また、

郵便局から返戻がありました通知カードにつきましては、美馬市が住所などの調査を行い

まして、再度、郵送にて受け取りの案内を通知させていただき、交付をいたしております。 

 続きまして、個人番号カードの受け取りの際、本人確認の方法はとのご質問もいただき

ました。個人番号カードの申請をされた方には、来年１月以降に、市役所から個人番号カ

ードの交付通知をいたしますので、電話にて予約をしていただきまして、美馬町、脇町、

穴吹町、木屋平の市民サービスセンターや担当課においてお受け取りをいただくこととな

っております。 

 お受け取りは、原則といたしましてご本人に窓口にお越しいただき、交付通知と印鑑、

運転免許証などの本人確認のための書類を提示していただき、暗証番号の設定をしていた

だきます。その際に、通知カードと、お持ちの方は住民基本台帳カードを回収させていた

だきます。また、代理人の方は、別途書類が必要となっております。 

 最後に、個人番号カードの申請について、事業所などで一括申請をするとか、また量販

店で申請できるブースなどを設けたらどうかとのご質問もいただきました。本市では、個

人番号カードの申請につきましては、通知カードに同封の申請書で申請をしていただきま

して、交付の際には来庁していただき、本人確認の後、個人番号カードを直接本人にお渡

しするということを基本としております。 

 そのメリットといたしましては、個人番号カードが交付されるまでの間は、通知カード
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や住民基本台帳カードは回収はされませんので、各種手続に使用できるというメリットが

ございます。 

 また一方、事業所などで一括申請をいたしますと、申請時に本人確認などの手続が完了

すると同時に、通知カードや住民基本台帳カードの回収を行います。後日、個人番号カー

ドは、本人限定受取郵便で送られてまいりますので、ご本人は来庁していただく必要はご

ざいません。そういったメリットがございます。 

 しかしながら、デメリットといたしましては、申請時に通知カードや住民基本台帳カー

ドが回収されてしまいますので、個人番号カードが届くまでの間は、住民基本台帳カード

が持つ公的個人認証サービス電子証明書の使用などができなくなります。 

 そういったメリット・デメリットはございますけれども、事業所における一括申請を行

います。そういうことは、個人番号カードの普及啓発につながると考えておりますので、

事業所からのご希望がございましたら、対応をさせていただくこととさせていただきます。 

 一方、量販店の申請につきましては、今のところの計画はいたしておりませんので、ご

理解のほどよろしくお願いをいたします。 

◎１５番（原 政義議員） 

 議長、１５番。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 １５番、原 政義君。 

［１５番 原 政義議員 登壇］ 

◎１５番（原 政義議員） 

 それぞれについてご答弁、ありがとうございました。 

 地方創生につきましては、地方創生先行交付金、新型交付金などさまざまなメニューが

示されてきました。市の重点施策、地域活力、子ども・高齢者と地方創生、一億総活躍社

会を組み合わせて、今後も積極的な市政運営をお願いしたいと考えております。 

 総合戦略の計画期間は５年間としておりますが、５年以上続けるぞと、こういうような

意気込みで推進していただきたいと願います。 

 若い世代の活躍についてでありますが、実際には美馬市で活躍をしておりますが、見え

てこないだけであると考えられます。若い世代が市政に参加できるようなシステムをつく

る必要があると思います。 

 そこで、その土壌づくりに、高校生、中学生の子ども議会をしてみるのも一つの方法で

あると思われます。実際に、美馬市で生活をして、満足していること、不満に思っている

ことを市政の仕組みを学んだ上で、市政に思いをぶつけるということは、有益なことであ

ると考えられます。そして、それが今後の美馬市のまちづくりの一端を担ってくれること

と思われます。参政権が変更になるこの時期に、検討していただければと願っておるとこ

ろでございます。 

 今後の市政運営は、若い世代の生の声を市の各種施策にしっかり反映させる必要がある

と思われます。万人全てに与えられた権利、当たり前の暮らしが美馬市に根づき、誰もが

住みたくなる、「四国のまほろば」美馬市を目指し、全員が全力で取り組む必要があると
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思われます。 

 最後に、これらのことに対する市長のお考え、意気込みをお聞かせ願い、代表質問を置

きたいと思います。どうかよろしくお願い申し上げます。 

◎市長（牧田 久君） 

 議長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 牧田市長。 

［市長 牧田 久君 登壇］ 

◎市長（牧田 久君） 

 １５番、原 政義議員の再々問にお答えをさせていただきたいと思います。 

 地方創生における各種の事業の中で、若者が参加できる仕組みがなかなかしっかりでき

てない、それをしっかりこれからつくっていく必要があるんではないかというご質問であ

ったかと思います。 

 「美馬市版人口ビジョン」や「総合戦略」をつくるに当たりまして、若者の意見という

ことで、高校生やあるいは二十歳から３９歳までの男女各１，０００名の方々のご意見を

アンケート方式で実施をしてお伺いをし、その結果を分析をいたしまして、できるだけ把

握に努めようということで、そういうことをやってまいりました。しかしながら、議員ご

指摘のように、若い世代の声を直接しっかりと聞いて反映させるということが大変重要で

ございまして、アンケート調査だけでそれが反映できるかというと、そうではないという

ことを私も認識をしておるところでございます。 

 将来を担う子どもたちが、行政や議会の仕組みを学ぶという、子ども議会というご提案

もございました。将来、若年層がしっかりと自分たちの住むまちの政治や、あるいはしっ

かりとした政策にそれぞれのご意見を反映をさせていくということは、大変重要なことで

ございます。したがいまして、今後、総合的にいろいろ検討をいたしまして、どういう方

法が最もいいのかということもいろいろご意見も賜りながら、若い世代の皆様のご意見、

アイデアを伺う機会をつくってまいりたいと思っております。 

 ただいまご指摘をいただきましたように、そのいわば機会が大変美馬市政の中でもいろ

いろな形でご参加を願うように、例えば総合計画をつくる、例えば行政改革の計画をつく

るということで、公募等もする方式でご意見を聞きたいということで、いろんな形で施策

を進めてまいりましたけども、なかなか若い世代が参加をしていただけてないということ

でございますので、これからその手法について、しかも今、お話ございました仕組みを考

えては、システムを考えてはどうかということのご提案もございましたので、それも含め

て今後その機会を増やせるシステムがどういうふうな形でつくるのがいいかということも

検討をしてまいりたいと思っております。 

 大変積極的なご提案をいただきましたこと、感謝申し上げたいと思います。今後とも、

どうぞよろしくお願いいたします。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 ここで、議事の都合により１０分程度小休をいたします。 
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小休 午後 １時５７分 

                                         

再開 午後 ２時０６分 

◎議長（藤原英雄議員） 

 小休前に引き続き会議を開きます。 

 次に、みま創明会、藤野克彦君。 

◎１番（藤野克彦議員） 

 議長、１番。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 １番、藤野克彦君。 

［１番 藤野克彦議員 登壇］ 

◎１番（藤野克彦議員） 

 議長の許可をいただきましたので、通告のとおり、みま創明会の代表質問をさせていた

だきます。 

 今までの定例会の中でも、多くの先輩議員により地方創生や美馬市総合戦略について質

問がされております。このことからも、今後の美馬市の進むべき方向性は市民にとっても

非常に関心の高いことであると同時に、特に若い世代が知っておかなければならないこと

でありますので、今回は私なりの視点で、まず美馬市の人口ビジョンについて質問をした

いと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 国立社会保障人口問題研究所のデータによりますと、２００８年から始まった人口減少

は今後加速度的に進んでいくという中で、本市においては減少率が、全国平均はもとより、

徳島県平均値よりも著しいものとなっております。また、生産年齢人口と老年人口との逆

転が１９９０年に起き、死亡数が出生数を上回ることによる自然減の人口減少による消

費・経済力の低下は美馬市の大きな重荷となるだけではなく、さらに若い労働人口の流出

が直接地方の消滅として危惧されているところであります。 

 国は、国民の希望を実現し、人口減少に歯止めをかけ、２０６０年に１億人程度の人口

を確保するとした長期ビジョンを策定し、まち・ひと・しごと創生は人口減少克服、地方

創生をあわせて行うことによって、将来にわたって活力ある日本社会を維持することを目

指すとしております。 

 しかし、人口減少問題は地域によって状況や原因が異なり、大都市においては待機児童

問題や晩婚化による超低出生率、美馬市のような地方においては低出生率と都市への人口

流出が人口減少につながっていると言えます。 

 国主導によって東京一極集中の是正をすることや低出生率の解消をし、若い世代の結

婚・子育て希望を実現することにより人口減少を克服していくとともに、地方にも地域特

性に応じた処方せんがそれぞれに必要であると思いますが、国は２０６０年に１億人、徳

島県は６０から６５万人、美馬市においては２万人という未来の人口ビジョンを掲げまし

た。 

 本市の人口は、このままで進むと２０４０年を過ぎるころには２万人を割るという推計
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値のある中、２０６０年に２万人の人口を維持することはかなり高い数値目標であるとは

思いますが、この数値目標のような積極的な、まさしく攻めの姿勢はよいことですけれど

も、その数値設定の根拠はどういったところにあるのかをお示しいただければと思います。 

 そして、それを達成していくための目指すべき方向性として、雇用の創出と所得の増加、

若い世代の地元定着と中高年層のふるさと回帰、若い世代の将来への希望と出生率の向上、

若い世代の定着による地域経済の活性化が挙げられております。 

 美馬市人口ビジョンの中にある人口動態の分析データを見ると、男女とも１５歳から１

９歳の世代が２０歳から２４歳になったときの転出が著しいことがわかります。まず、出

生率を高めるという課題にのみ焦点を絞れば、結婚年齢が早く、出産時期の年齢が低いほ

ど合計特殊出生率は高い傾向にあるようで、このことからもこの転出を多くしている世代

が本市に定着し、結婚・出産・子育てをできる環境づくりが必要であると考えますが、そ

の部分で転出超過を抑え、かつ結婚年齢を早めるという目標達成のためにどのように取り

組んでいくのかを教えていただければと思います。 

 次に、先ほど原議員からも質問がございましたが、公職選挙法改正について質問をさせ

ていただきます。 

 選挙権年齢を２０歳以上から１８歳以上に引き下げる公職選挙法が６月に改正されまし

た。これにより、来年夏の参院選から１８歳でも投票できるようになり、その後、市町村

などの選挙でも適用されるようになります。 

 この背景にあるのは昨年成立した改正国民投票法で、憲法改正の国民投票ができる年齢

を１８歳以上としたため、２０１８年の国民投票法施行までに１８歳以上の人が国政選挙

で投票できるように法整備されたことによるものであります。また、これまで世界的には

１８歳で選挙権を得る国が主流で、欧米は１９７０年代に１８歳以上に引き下げられてお

ります。 

 国立国会図書館により、昨年２月時点での各国の選挙権年齢の調査によると、調査可能

だった１９１カ国のうち９割の１７６カ国が１８歳以上であり、ブラジル、オーストリア

など１６歳以上としている国もあり、日本はようやく国際標準に追いついたということに

なります。 

 現在の人口構成の場合、１８歳・１９歳は有権者の２％で、人口は約２４０万人という

割合ではありますが、今後のさまざまな選挙などでも、場合によっては、わずか２％とい

えども、若年層の動向により選挙結果が変わることが予想されます。けれども、すぐに若

年層の投票率が上がり、若い世代の声が政治に反映されるようになることや、中学、高校

での政治、時事などの教育が強化されることによって政治に興味を持つ若者が増えていく

というような楽観的な好循環を考えることができればいいのですが、１８歳といえば、通

常高校３年生で迎える年であります。高校３年生は、進路、進学、部活動などで一番忙し

いときでもあります。 

 また、さまざまな選挙で世代別で投票率を比較したところ、６０歳代を筆頭に、年代層

が低くなるにつれて投票率は低くなっており、ただでさえ２０代の投票率が全体を大きく

下回っている状況で、最も若い有権者が政治に興味を持ち投票に行くかということとなる
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と、疑問に思わなくもありません。このことからも、今後若者の政治への目線をこれから

どのように合わせていくかということは非常に大切な課題であると考えます。 

 高校生には、早速、文部科学省から教材が準備され、また教師用の指導資料も作成され

ておりますが、未来がより長い若者こそ真剣に考え、その意思表示をまず１８歳で示さな

ければならない必要があると考えると、もっと若い年齢から徐々に政治に対しての興味を

緩やかに醸成していき、１８歳になったときに正しい判断ができるようにしていかなけれ

ばならないのではないかと考えます。 

 そこでお尋ねいたします。特に若い世代の投票率を上げていくための取り組みとして検

討されていることのほかに、今後どのように小・中学生の子どもたちに政治や選挙に対し

ての教育をしていくのか。選挙管理委員会及び教育委員会のそれぞれのお考えをお伺いし

たいと思います。 

 次に、うだつの町並み再生プロジェクト推進事業についてご質問させていただきます。 

 総合戦略の中の、本市に仕事をつくり、雇用創出や所得増加を実現する取り組みの中で、

もうかる観光の追求が挙げられております。そして、市内観光入り込み客数８０万人とい

う高い目標値が掲げられております。 

 うだつの町並みは明治時代ころのものを中心として、古くは江戸中期から昭和初期の８

５棟の伝統的建造物が建ち並んでおり、近世、近代の景観がそのまま残されていることか

ら、美馬市内にとどまらず、県下でも有数の観光地として認知されているところでござい

ます。 

 うだつの町並みの吉田家住宅において、華道家、假屋崎省吾氏による華道展や、うだつ

まつりなどのイベントや、空き家・空き店舗を使用し、飲食店や民宿などの営業が数件始

まるなど、美馬市への交流人口の増加が図られてきたと思います。しかし、まだまだ通過

型のみの観光地であることの課題は、現在もなお解消されたとは言いがたく、また近年で

は、さらに空き家・空き店舗等の増加や町並みボランティアガイドの高齢化や後継者不足

の問題が起こっております。 

 この定例会の所信表明で、牧田市長より、今年度、うだつの町並み再生プロジェクト推

進事業として１，３００万円の地方創生にかかわる交付金が採択されたとの報告を受けま

した。そこでお伺いいたします。もうかる観光として、雇用の創出や所得を増やしたり、

通過型の観光から滞在型の観光へと発展させるといううだつの町並み再生戦略の策定は実

現可能なのか、気になるところでございます。 

 そこでお伺いしたいことは、この事業の概要はどのようなものか、現在の進捗状況はど

うか、今後のこの事業の進め方をどうするのか、以上３点についてお聞きしたいと思いま

すので、ご答弁のほどよろしくお願いいたします。 

◎教育長（光山利幸君） 

 議長、教育長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 光山教育長。 

［教育長 光山利幸君 登壇］ 
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◎教育長（光山利幸君） 

 藤野議員さんから、小学生や中学生に対しての政治や選挙教育についてのご質問でござ

いますが、将来の有権者である子どもたちに対して、公共の精神や主体的に社会の形成に

参画し、その発展に寄与する態度を育成するという主権者教育の理念は、学校教育におき

ましても重視しながら取り組んでおります。 

 こうしたことから、義務教育課程における政治や選挙に関する教育については、学習指

導要領に基づき、発達段階に応じた指導を行っているところでございます。 

 特に社会科においては、国際社会に生きる平和で民主的な国家・社会の形成者として必

要な公民的資質の基礎を養うことを狙いとして、小学校では６学年において「国会の働

き」という題材の中で選挙の仕組みを調べ、選挙の大切さについて考えるための学習を行

っております。 

 また、中学校では３学年において「国の政治の仕組み」や「地方の政治と自治」の単元

で政治に関する学習を行っており、日本の民主政治や地方自治の仕組みと意義などを学ぶ

ことにより、将来の有権者として政治参加への意識を身につけさせるようになっておりま

す。 

 中でも、選挙に関しましては選挙の意義や種類、方法、課題などを取り上げながら、主

権者として政治に参加することの意義について理解する内容となっておりまして、既に

小・中学校におきましては、児童会や生徒会において、役員選出のための選挙活動を行っ

ている学校もございます。 

 公職選挙法の改正により将来の有権者に対する意識の醸成が叫ばれ、児童・生徒に対し

ましても参加・体験型の学習や政治的判断能力の育成を視野に入れた教育が求められてお

りますので、教育委員会といたしましては、今後とも選挙管理委員会と連携を深めながら

主権者教育の充実を図ってまいりたいと考えています。 

◎企画総務部長（上谷敏也君） 

 企画総務部長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 企画総務部長、上谷君。 

［企画総務部長 上谷敏也君 登壇］ 

◎企画総務部長（上谷敏也君） 

 みま創明会、藤野議員さんからの代表質問にご答弁をさせていただきます。 

 初めに、若い世代の投票率を上げるための取り組みについてのご質問でございますが、

初めに若年世代の投票率について、平成２６年１２月に執行されました衆議院議員総選挙

の年代別投票率によりますと、議員ご指摘のとおり、投票率の全国平均は５２．６６％で、

若年世代と言われる２０歳代では３２．５８％、３０歳代では４２．０９％となっており

ます。逆に投票率の高い年代は６０歳代で、６８．２８％でございます。また、５０歳代

では６０．２７％となっております。 

 一方、同選挙におけます県平均投票率は４７．２２％で、全国平均を５．４４ポイント

下回り、本市における投票率も４７．１８％と全国平均を５．４８ポイント下回る結果と
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なっており、投票率の低下が懸念されるところでございます。 

 投票率の向上につきましては、年齢を問わず、また全ての選挙を通じての大きな課題で

ございまして、議員ご指摘のとおり、本市選挙管理委員会が把握しております期日前投票

データからも若い世代の投票率が低い結果となっております。 

 この結果につきましては、政治や社会に対します若者の関心が薄れてきたことのあらわ

れであり、少年期に学校で政治や選挙の仕組みを学び、家庭や日々の生活の中で身近に触

れることが大切であると考えております。 

 本市選挙管理委員会では、投票率の向上を図るための取り組みといたしまして、選挙期

間中はもとより、広報みま等を利用した周知や成人式に啓発冊子の配布などを行っており

ます。こうした活動以外にも、子どもたちに選挙を身近に感じてもらうため、市内の各学

校における生徒会などの役員選挙への選挙機材の貸し出しや、小・中学生を対象といたし

ました明るい選挙ポスターコンクールへの作品募集など、年間を通じて啓発活動に努めて

おります。 

 先ほども触れましたが、今回の法改正を受け、新たな取り組みといたしまして、徳島県

と美馬市選挙管理委員会が実施主体となり、初歩から学ぶ選挙スクール開講事業を今月１

７日に県立穴吹高等学校にて実施する予定でございます。この事業は、高校生に対しまし

て政治や選挙への親しみと主権者としての意識高揚を図る目的で実施するもので、選挙に

関する基礎講義、生徒による模擬立候補演説、実際に選挙で使用される投票箱、投票記載

台、計数機等を使用した本番さながらの模擬投票、模擬開票などを行う内容でございます。 

 さらには、この事業と同内容で、市内１つの中学校におきまして、初歩から学ぶ選挙ス

クール開講事業中学校版を計画しておりまして、今年度の実施に向け、現在、徳島県と美

馬市教育委員会など関係機関と調整を行っているところでございます。 

 選挙管理委員会といたしましては、このような事業や啓発活動によりまして、将来の有

権者でございます子どもたちに選挙や政治の仕組みを考える機会を与えまして、若い世代

の投票率向上につなげてまいりたいと考えております。 

 続きまして、美馬市人口ビジョンに掲げます人口の将来展望の根拠についてのご質問で

ございます。 

 人口の将来展望でお示ししました２０６０年に人口２万人を維持するという目標につき

ましては、人口ビジョンの策定に当たって国が作成いたしました将来人口推計用のワーク

シートを用いて算出したものでございます。 

 この内容につきましては、２０２０年以降の転入数と転出数が均衡するとともに、合計

特殊出生率が２０２５年に１．８に、２０３０年以降が２．１に上昇するものと計算した

ものでございます。 

 なお、この計算方法につきましては、国が示しました将来人口シミュレーションのパタ

ーンの中で最も低いものでございまして、転入超過を目指す県の人口目標の試算を下回る

ことになりますが、中山間地域を含む本市の条件を踏まえますと、非常に高い目標となっ

てございます。 

 次に、この目標を達成するための方策につきましてですが、人口ビジョンに掲げました
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人口の将来展望を達成するため、今後５年間の取り組みの方向性や数値目標、具体的な施

策をまとめたものが総合戦略でございます。 

 本市といたしましては、基本目標に次の４つを掲げてございます。まず、１つ目といた

しまして、本市にしごとをつくり、雇用の創出や所得の増加を実現する。２つ目といたし

まして、本市への新しいひとの流れをつくる。３つ目といたしまして、若い世代の結婚・

出産・子育ての希望をかなえる。４つ目といたしまして、時代に合った地域をつくり、安

心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する。これによりまして、「しごと」と

「ひと」の好循環を「まち」が支えることを目指しております。 

 具体的には、工場立地の推進による雇用の創出やＵ・Ｉ・Ｊターンを含む若者の地元就

職の促進、多機能型子育て支援センターの整備、シニアパワー活用を通じた生涯活躍のま

ち、いわゆる美馬市版ＣＣＲＣ構想の展開、廃校校舎を活用した小さな拠点の形成に取り

組むことといたしております。 

 このうち、議員ご指摘の出産・子育てに関する取り組みにつきましては、かねてから取

り組んでまいりましたみまっこ医療費助成事業に加えまして、地方創生先行型交付金を活

用いたしまして、不妊治療費助成事業や育児用品購入補助事業、満１歳誕生記念品事業な

ど一部の事業につきましては先行して取り組みをいたしております。 

 今後、新たに多機能型子育て支援センターの設置や放課後児童クラブ利用料の軽減など

に取り組みたいとは考えておりますが、平成２８年度以降につきましては、これら多くの

事業が一般会計で対応する見込みとなることから、財政状況を勘案し、継続可能な制度設

計をしてまいりたいと考えております。 

◎経済建設部長（奥村敏彦君） 

 経済建設部長。 

◎議長（藤原英雄君） 

 経済建設部長、奥村君。 

［経済建設部長 奥村敏彦君 登壇］ 

◎経済建設部長（奥村敏彦君） 

 私からは、うだつの町並み再生プロジェクト推進事業の概要と現在の進捗状況及び今後

の進め方について答弁させていただきます。 

 まず、１点目の概要についてでございますが、本事業は脇町にありますうだつの町並み

が抱える通過型の観光スポット、空き家・空き店舗の増加、ボランティアガイドの高齢

化・後継者不足などの課題につきまして調査・研究を行い、うだつの町並み再生戦略を策

定した上で、うだつの町並みの魅力向上を図ることを目的とした事業でございます。 

 現在、うだつの町並みを訪れる観光客は多いものの、地域内には土産物店や宿泊施設が

少ないため通過型の観光スポットとなっておりまして、地域への経済効果は非常に低いも

のとなっております。 

 また、ボランティアガイドの皆さんも高齢化が進み、後を引き継いでお世話をする人材

が不足しているのが現状でございまして、早急に人材育成に取り組む必要がございます。 

 こうした中、かねてより整備を進めてまいりました観光交流センターが平成２８年１月
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にオープンする運びとなりました。吉田家住宅や藍蔵といった既存施設とあわせまして一

体的な活用を図り、多くの観光客に町並みを楽しんでいただける観光スポットとなるよう

な再生戦略の構築を行い、うだつの町並みの再生を推進してまいりたいと考えております。 

 次に、２点目の現在の事業の進捗状況につきましては、うだつの町並みを中心といたし

まして、その周辺を含む地域の空き家・空き店舗の実態調査を実施しております。そして、

その結果をもとに、商工会、観光協会、南町町並み保存会、うだつの町並みボランティア

ガイド連絡会、ふるさとわきまち株式会社及び地元住民などによる協議会を早期に立ち上

げ、コンサルタント会社とともに、うだつの町並みの諸課題につきまして検討・調整して

いく予定としております。 

 また、うだつの町並みのボランティアガイドにつきましても、岡山県津山市の城東町並

み保存地区で視察研修を実施するなど、新人ガイド育成の取り組みを進めているところで

ございます。 

 さらに、脇町小学校の児童を対象といたしまして、うだつの町並みへの理解や愛着を深

めてもらえるように、ボランティアガイドによる出前授業を実施する予定でございます。 

 ３点目の今後の進め方につきましては、うだつの町並み再生戦略策定協議会の開催を重

ねる中でうだつの町並みが抱える諸課題の解決策を検討しまして、３月末をめどにうだつ

の町並み再生戦略の策定を行いたいと考えております。 

 また、策定されました戦略の内容を来年度以降において実施することによりまして、う

だつの町並みの魅力を向上させ、観光客の増加や滞在型の観光スポットにつなげていきた

いと考えております。 

 このことによりまして、既存の土産物店などの売り上げ増や宿泊客の増加を図りますと

ともに、現在利用されずに放置されている空き家・空き店舗の活用を進め、もうかる観光

の実現を目指してまいりたいと考えております。 

◎１番（藤野克彦議員） 

 議長、１番。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 １番、藤野克彦君。 

［１番 藤野克彦議員 登壇］ 

◎１番（藤野克彦議員） 

 それぞれのご答弁、ありがとうございました。 

 再問といたしまして、創生総合戦略の中の若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかな

える取り組みにおいて、財源を踏まえた質問をさせていただきます。 

 先ほどご答弁いただきました特定不妊治療費助成や、みまっこ医療費助成制度、育児用

品購入補助事業などのさまざまな行政サービスは早くから取り組みがされており、さらに

第３子以降の保育料無料化等の施策も始まりました。十分とまでは言い切れませんが、子

育て支援の取り組みとして、ソフト面では、個人的には整ってきているのではないかと思

います。 

 また、総合戦略を策定する過程で、若い世代の人口動態のデータなどから、地元の高校
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生の進学、就職先、地域のニーズ、あるいは地元志向の有無などの情報をある程度は調査

できていると思います。 

 したがって、総合戦略にも具体的に示されております本市に仕事をつくり、雇用の創出

や所得の増加を実現する取り組みとして、大塚製薬の工場立地を核として基盤産業やその

他の関連する産業の雇用が創出され、所得の増加が見込めることや、廃校となる小学校を

利用したり、先ほど説明いただきましたうだつの町並み再生プロジェクトなどの起業支援

や創業支援として新たな企業誘致の可能性を考えることができることは、転出の抑制や転

入の促進につながり、移住や定住の増加が見込まれる可能性もあります。 

 これらは、地域を生かした近隣市にない本市独自の取り組みになると思われますので、

思い切った予算計上も必要であるとも考えます。 

 しかし、結婚・出産・子育ての取り組みにおいては、近隣市においても徐々にこういっ

た行政サービスが同じ水準に追いついてきております。限られた財源の中で、例えば子育

て支援に特化して、近隣市が絶対にまねのできないような政策等を打ち出していくことは

難しいのではないかと思います。 

 サービス合戦となり、お互いが疲弊するようなことにならないように、近隣市との連携、

または調整などはできるのか、お伺いいたします。 

◎市長（牧田 久君） 

 議長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 牧田市長。 

［市長 牧田 久君 登壇］ 

◎市長（牧田 久君） 

 みま創明会、１番、藤野克彦議員の再問についてお答えをいたしたいと思います。 

 美馬市人口ビジョンの中で進められております各種の取り組みについて、特に近隣市と

の連携や調整を図っていく必要があるんではないかということでございますが、議員ご指

摘のとおり、地方創生という中で、限られた財源の中でいろいろと給付を行う事業が随分

と列挙されているという実態もございます。そんな中で、特に現金給付を伴う事業につき

ましては、近隣市町とのサービス合戦による財政負担の増大や、一旦制度を開始いたしま

すと中止することが困難となる、いわゆる給付のわなに陥る危険が大変大きい状況でござ

います。 

 そういう中で、こうした給付を伴う事業や使用料等の軽減措置につきましては、地方創

生関係の施策として本当に多くの地方自治体で取り上げておりますけれども、行政運営を

行っていく中では給付と負担の原則をしっかりと確立をいたしまして、負担をしていただ

ける方には負担をお願いするという、いわゆる応能負担の原則を踏まえた制度設計とする

必要がございます。 

 また、さきにご説明申し上げましたが、人口の将来展望は、本市にとりまして２万人と

いうのは大変高い目標でございまして、思い切った取り組みをしないと、達成が非常に難

しい数字でもあるということも事実でございます。 



 

－６４－ 

 

 そういう中で、総合戦略には、これにいかに実現ができていくかということのために、

これらの要素を総合的に勘案いたしまして各種の施策を盛り込んでいるところでございま

すけれども、その中でもやはり最小の財政負担で最大の効果を発揮できるようなやっぱり

戦略を立てていかなければならないというふうに認識をいたしておりますので、その付近

をしっかりと考えながら進めてまいりたいと思っております。 

 また、議員ご指摘の近隣市町との連携調整につきましては、それぞれの自治体の規模で

ございますとか、あるいは財政力、また政策的思考の違いもございまして、なかなか難し

い課題ではないかというふうに考えてございます。 

◎１番（藤野克彦議員） 

 議長、１番。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 １番、藤野克彦君。 

［１番 藤野克彦議員 登壇］ 

◎１番（藤野克彦議員） 

 各理事者の皆様方には、丁寧なご答弁ありがとうございました。 

 最後に、質問のまとめをさせていただきます。 

 ２０６０年の人口ビジョンの目標を達成する前のハードルとして、段階的に、まず２０

２５年の合計特殊出生率を１．８、２０３０年には２．１とする目標を上げております。 

 現在は１５歳から４９歳までの出産可能であると思われる女性が、１０人のうち７人が

２人の子どもを生み、合計特殊出生率は１．４１であります。これを２．１へと引き上げ

るためには、２０３０年には１０人のうちの７人が３人を生むか、あるいは９人が２人、

１人が３人の子どもを生まなければならないというふうに試算されております。 

 当然のことながら、子どもを生み、育てるということは非常に個人的な出来事でござい

ますので、国や地方自治体が人口目標を持つということに危うさや多少の違和感がありま

す。けれども、一番重要である子どもが欲しいと思った人が安心して子どもを生むことが

でき、子どもがのびやかに育つことができる環境をつくっていくことが前提であるとして

も、このように数値にあらわした明確な目標と危機感を持って大胆な取り組みを行わなけ

れば、地方は生き残れないということであると思います。 

 ２０３０年というと、ちょうど私たちの子ども世代が社会人となり、結婚や出産にも適

齢期となるころでございます。救いであるのは、すぐにでも我々大人の言動によって、現

状の美馬市の子育て支援の取り組み方や今後の雇用対策などの将来展望をその世代にダイ

レクトに伝え、また疑問を聞くということができるということにあると思います。 

 この地域で多くの若い世代が将来も安心して生活のできる思い切った取り組みをしてい

くことと並行して、それらを末端まで発信することや、またその発信方法を検討していく

ことが重要であります。行政が発信する情報が、単に利便性を提供することだけではなく、

どのような反応するかを拾う作業にもよって、よりニーズに沿った効果的な取り組みを考

えることにより、何より行政や町に対し関心が深まっていくのではないでしょうか。 

 また、現状の選挙においても、高齢化社会であるがゆえに、高齢者より若年層の投票率
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が低いということは、高齢者より若者の声は政治に反映されにくいということであります。

選挙というのは、自分たちの未来をどうするか、自分の意見、意思を反映させるものであ

ると思います。 

 このたびの１８歳からの選挙年齢引き下げを契機として、２０代、３０代を含め、若い

世代がまちづくりにもっと主体的にかかわることができる社会が新鮮で感性の豊かな若者

の意見を反映し、まさにその世代が直面する少子化問題や雇用問題などにおいて、新しい

発想や地域独自の施策を生み出せるものと信じております。 

 以上で、みま創明会の代表質問を終わります。答弁は結構です。ご清聴ありがとうござ

いました。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 ここで、議事の都合により１０分程度小休をいたします。 

小休 午後 ２時４５分 

                                         

再開 午後 ２時５４分 

◎議長（藤原英雄議員） 

 先ほどの質問で、通告による代表質問は終わりました。 

 これをもって代表質問を終結いたします。 

 次に、日程第３、市政に対する一般質問を行います。 

 通告者は、お手元にご配付の一般質問一覧表のとおり、通告は３件であります。 

 初めに、議席番号４番、田中義美君。 

◎４番（田中義美議員） 

 ４番、田中。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 田中義美君。 

［４番 田中義美議員 登壇］ 

◎４番（田中義美議員） 

 今日の何か最後になるような感じなので、あと、まだわかりませんけど、そういうよう

な形ということなので、できるだけ短くやらせていただきます。皆さん、ひとつ頭だけし

っかり聞いていてください。 

 剣の会では、１２月議会は井川議員が代表質問ということで、先ほども議員のほうから

言ったように、私はする予定ではございませんでした。 

 それで、剣の会でも私はいつも思っているんですけど、やはり９月議会が済んだら、次、

１２月議会。非常に私の会のほうは皆さんでいろいろに意思疎通をし、視察にも行き、そ

れから勉強会もし、それから、また皆さんにご足労かけて現地の説明会、現地へ調査に行

くとか、閉会中の調査もしっかりさせてもらっております。 

 そういうところで、今回も６つぐらい井川議員に頼んだんですけど、質問は３つしかあ

かんと、そういうことで、本当は委員会でする予定でございましたけど、実のとこ、この

間、１１月２６日、重清西小学校で第１回の重清西小学校跡地利用協議会が開催されまし
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て、私は学校の評議員として参加しました。協議委員会の中で何点か疑問に思い、今回の

一般質問をすることになりました。 

 それと、もう１点の交通安全対策は、本当は委員会でする予定だったんですけど、これ

も非常に大切なということで、この２件の件名がありますけど、この２点について質問さ

せていただきます。 

 １点目の跡地利用についてですけど、協議会の出席者は十数名、教育委員会３名が説明

者で、内容については廃校舎の利活用方法のアンケートの結果の説明、それから今後の活

用方法について出席者の質問、意見交換を行いました。 

 理事者側は、校区の協議会を立ち上げて今後進めてほしいとの内容でなかったかと思い

ます。そのときに臨時の会長を決めて閉会しました。第１回目が重清西、それから東へ向

いて、あと４つの学校の説明会をするようでございます。 

 そこで、私がそのときに感じた疑問点として、１番目に、なぜ教育委員会だけがするの

かと。出席者も、学校関係者、ＰＴＡの役員、学校評議員が多く、自治会長は少数でした。

また、今回の小学校統合時みたいに教育委員会だけで行うのかと。教育委員会は、統合小

学校のときには積極的に答えていたのに、今回は廃校についてのノウハウは少なく、住民

の質問に十分答えられていないように私は感じました。 

 ２番目に、廃校活用は地域住民の問題です。協議会は総務が中心になり、他の課と連携

し、他の廃校の事例等も紹介し、いろいろな情報を与えた上で今後の進め方を理事会で協

議してもらうのが第１段階ではないでしょうか。住民は市が思っているほど知識はなく、

具体化しなければ関心はありません。 

 ３番目、自治会長の出席が少ないのはなぜか。地域住民は、学校の明かりが消えること

は誰も望んでおりません。小学校の統合に賛成したのは、地域の子どもたちの将来のため、

また自分に子どもや孫がいないので関係がないという理由の消極的賛成が大半でなかった

かと思います。 

 重清西小学校の住民は、役所が遠くなり、学校もなくなり、文化行事はみんな脇町、そ

う思っている住民が少なくありません。少子高齢化が進み、やむを得ないと理解するしか

ありません。このような住民の気持ちを察して、廃校活用についてももっと丁寧に説明し、

住民に理解をもらい、住民参加のまちづくりができる拠点施設にするにはどうすればいい

か、これからの検討課題だと思います。 

 そこで、１番目の美馬市内で今までに廃校になった学校の利活用状況を教えてください。 

 ２番目、小学校跡地利用協議会の今後の進め方について。 

 ３番目、総合戦略の具体的な施策、地域性を生かした５つの小学校の方向性について述

べていただけたらと思います。 

 ２番目の交通安全対策について。 

 私の地元、美馬町境目地区旧県道と高瀬谷川東側、四国三郎へ行く交差点は交通事故が

多く、先月も車同士の衝突事故が起こりました。そして、被害者は防災ヘリで三好病院へ

搬送されました。４月ごろには、１カ月に２回の衝突事故が起こりました。余りにも多い

ので、私も原因は何か調べに行き、写真も撮りました。 
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 旧県道路面に一時停止の表示があり、広いほうの道路は何もありません。道路交通法で

は一時停止をしないほうが悪いと思いますが、地域住民は、今は市道になっているが、旧

県道が優先と勘違いして事故が起こっているのが原因だと思いました。１年間に、今まで

に四、五回事故が起こっているのに、警察は何もしてくれない。対策として一番よいのは

信号機をつければよいのですが、なかなか難しいそうです。危険防止の標示板でもつけれ

ば事故が少しでも防げると思い、警察は事故が起きなければ対応してくれません。 

 市民は、困ったときに議員に相談に来ます。私は、県道は県、市道は市が管理者なので、

早急に事故対策を講ずるべきだと思っております。市民の安全・安心のためにも、絶対事

故対策は必要です。美馬市内には同じような危険箇所がたくさんあるのではないかと思い、

質問をさせていただきました。 

 １番目に、市内危険場所の把握はできているのか。 

 ２番目に、地域住民、県、警察との連携による事故防止対策はどのようにしているのか

をお伺いいたします。 

 よろしくお願いいたします。 

◎副教育長（加美一成君） 

 副教育長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 副教育長、加美君。 

［副教育長 加美一成君 登壇］ 

◎副教育長（加美一成君） 

 ４番、田中義美議員さんからの一般質問、美馬地区統合小学校跡地利用についてのご質

問の中で、私のほうからは、今までに廃校となった学校の利活用状況、この件についてお

答えをさせていただきます。 

 学校施設は地域のシンボル的な存在でございまして、たとえ廃校となった場合において

も、施設の状況を考慮しながら、地域の実情、またニーズを反映した上で有効に活用して

いく必要があると考えております。 

 美馬市発足以来、これまでに７つの小学校が廃校となってございますが、こうした学校

施設の一部につきましては、地域福祉の向上、また世代間交流の促進を目的として多世代

交流センターとして改修し、活用をいただいているところでございます。 

 また、旧重清北小学校につきましては、この多世代交流センターとしての機能に加えま

して、農林業体験などを通じて都市住民との交流を促進するための交流宿泊施設としても

活用をいただいておりまして、こうした施設については地域主導により管理運営を行って

いただいているところでございます。 

 また、木屋平地区におきましては、旧木屋平中学校を行政サービスや医療、福祉など公

益機能を集約した複合施設として改修する計画でございまして、現在、設計業務を進めて

いるところでございます。 

◎政策監（佐藤健二君） 

 政策監。 
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◎議長（藤原英雄議員） 

 政策監、佐藤君。 

［政策監 佐藤健二君 登壇］ 

◎政策監（佐藤健二君） 

 続きまして、私のほうからは、美馬地区小学校跡地利用に係る跡地利用協議会の進め方、

また総合戦略での具体的な施策、方向性についてお答えをさせていただきます。 

 まず、学校施設の跡地利用につきましては、これまで教育委員会から地域に対し跡地利

用協議会の立ち上げをお願いし、地域との調整のもとに、市の施策として廃校後の活用方

法を検討してまいりました。 

 こうしたことから、美馬地区の５つの小学校につきましても地域の皆様のご意見をお聞

かせいただきたいと考えており、先月２６日に教育委員会事務局の職員が重清西小学校に

出向き、これまでの廃校施設の活用事例などを説明させていただいた上で、跡地利用協議

会の立ち上げをお願いいたしました。 

 なお、この協議会の開催に当たりましては、地域の自治会長を初め、ＰＴＡ代表者や学

校評議員の皆様には個別に文書で出席をお願いし、校区内の各ご家庭に対しましては音声

告知放送で案内を行ったところでございます。 

 今後、残りの４つの小学校につきましても、重清西小学校と同様に、順次、協議会の立

ち上げをお願いしてまいりたいと考えておりますが、議員ご指摘のとおり、学校施設の有

効活用につきましては、教育委員会だけでは対応できる課題ではないところでございます。

協議会設置後の対応につきましては、部局横断による全庁的な取り組みとして、地域の皆

様とも十分に協議を重ねた上で今後の方向性を検討してまいりたいと考えております。 

 次に、学校跡地利用に係る総合戦略での具体的な施策や方向性でございますけれども、

現在、美馬地区におきましては、市民の皆様の中心的な活動の場である美馬福祉センター

の老朽化対策や、小学校の統合に伴う放課後児童クラブの設置場所の確保などの課題でご

ざいますが、こうした機能につきましては、廃校施設跡地の活用が有効な手段と考えてお

ります。 

 また、廃校施設につきましては、ほかにも災害時における避難場所として、また各種の

選挙時における投票所として、さらには社会体育などの活動の場としても活用されており

まして、こうした機能の確保につきましては今後も重要な課題であると認識いたしており

ます。 

 このような状況を踏まえ、総合戦略におきましては、人口が減少しても住みなれた地域

で安心して暮らし続けることができるよう「守り」の施策を盛り込んでいるところでござ

いまして、さまざまな生活サービスや地域活動の場などをつなぎ、生活を支える仕組みで

あります小さな拠点の形成を、廃校施設を中心に取り組むことを盛り込む一方、サテライ

トオフィス、レンタルオフィスとしての活用に加え、起業・創業の場として活用すること

で市民の皆様の起業・創業を後押しするなど、「攻め」の戦略につきましても盛り込んで

いるところでございます。 

 廃校校舎の活用につきましては、美馬地区の市民の皆様のご意見を踏まえ、新型交付金
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などの制度を有効活用しつつ、総合戦略に掲げた各種施策のうち可能なものから順次展開

をしてまいりたいと考えております。 

 このため、まずは校区ごとの跡地利用協議会におきまして地域住民の皆様方のご意見を

十分に伺い、さまざまなニーズを総合的に勘案してまいりたいと考えておりますので、ご

理解を賜りますよう、よろしくお願いをいたします。 

◎企画総務部長（上谷敏也君） 

 企画総務部長。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 企画総務部長、上谷君。 

［企画総務部長 上谷敏也君 登壇］ 

◎企画総務部長（上谷敏也君） 

 私のほうからは、交通安全対策についてお答えをさせていただきます。 

 １つ目の市内の事故多発場所の把握についてのご質問でございますが、交通事故につき

ましては、全国的に見ますと発生件数はほぼ横ばいではございますが、死亡者数は大幅に

減少しております。これは、車両の安全性能の向上や救命医療の高度化と同時に、飲酒運

転の減少やシートベルト着用者の増加などが主な要因と考えられます。 

 しかしながら、残念ながら、まだ交通死亡事故ゼロにまでは至っておらず、本市におき

ましても本年２月末からの１カ月間に３件の死亡事故が発生しており、本年１１月末まで

に１０７件の人身事故と１３４件の物損事故が発生している状況でございます。 

 このような中、質問の交通事故の多発場所についてでございますが、本市内では脇町イ

ンターチェンジ北の国道１９３号線と市道との信号交差点や穴吹橋南詰交差点、また県道

鳴門池田線では脇町内の市道との交差点が、本市における人身事故の多発現場と認識をい

たしております。 

 このほかにも、物損事故を含めますと、やはり国道と県道、あるいは議員さんが挙げら

れましたように市道交差点も含めまして、信号のない交差点における発生が多く見られる

ところでございます。 

 このような交通事故防止につきましては、個々の運転者が交通法規を守り、道路状況な

どを的確に判断しながら安全運転に努めていただくことが不可欠とは考えておりますが、

同時に市といたしましても啓発、周知、注意喚起等の交通事故防止のための施策につきま

して、有効性、可能性などを勘案しながら対応を図ってまいりたいと考えているところで

ございます。 

 ２つ目の、地域住民、県、警察との連携による事故防止策についてでございます。 

 主に啓発活動につきましては、美馬警察署と連携によりまして、交通安全協会を初めと

した関係団体の皆様方とともに交通事故防止活動に取り組んでおります。 

 また、死亡事故の発生の際には、発生場所の点検活動といたしまして、道路管理者、美

馬警察署、交通安全協会、交通安全母の会などの関係団体とともに、事故の発生原因の確

認や防止対策の検討を行っているところでございます。 

◎４番（田中義美議員） 



 

－７０－ 

 

 ４番。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 ４番、田中義美君。 

［４番 田中義美議員 登壇］ 

◎４番（田中義美議員） 

 ありがとうございました。 

 交通安全対策については、県警察との原因究明、対策を早急に実施し、行政ができるだ

けこの対策により事故が少なくなるように、ひとつよろしくお願いいたします。 

 私も、自分とこが交通被害者でございますので、この点についてはもうひしひしと、事

故があったときの加害者、被害者、両方不幸になります。その点をひとつ皆さんも考えて

真剣に対応していただきたいと、そう思っております。 

 美馬地区の小学校跡地利用については、これ実際１年先以上のことでありますので、こ

れ以上はまだこれから先のことでございますので、期待できないと思いますので、私のこ

れからの質問というんか、意見についての答弁はいただかなかっても結構でございます。 

 それでは、今、何が学校統合のことで一番大事なのかというたら、今は学校の統合がス

ムーズにできると、これに精通していただきたいと。美馬地区の学校統合は、少子化が進

んでいる現状を考えると、牧田市長のこの統合に対する決断は攻めの戦略であり、評価し

ております。しかし、美馬市学校再編計画の中で美馬地区小学校統合が予定より早まり、

廃校舎の耐震工事、洋式トイレ、そのようなもんの投資対効果の上ではアンバランスが発

生しているように私は思っております。 

 ご答弁いただいた内容については、私が危惧したとおり、廃校活用についてはこれから

です。人口減少対策は所得の向上、働く場所の確保が一番でございます。多世代交流セン

ターも必要ですが、地域特性を生かした攻めの活用は何かあるはずです。私もこれといっ

た有用な案は持っておりませんが、有効活用できないままペンペン草が生える施設は望ん

でおりません。 

 この２年間、全国のモデル地区の視察などいろいろ勉強してみて、一番のキーワードは

民間人リーダーです。視察では、必ず代表者の方の苦労話を聞いております。戦略として、

地域特性を生かした仕組みづくりができており、施設をわかりやすく具体的に説明して、

地域の人の理解とメリットを共有し、信頼関係をつくり、ともに実践して成果を上げてお

りました。 

 守りだけでは、人口減少は解消しません。視察等を体験し、成功している市町村と美馬

市を比べたら、条件面で大差ありません。美馬市は自然環境に恵まれ、関西圏３時間、イ

ンターチェンジ２カ所、この立地条件を生かして基盤産業が発展する素地は悪くありませ

ん。あとは発想の転換とやる気だけです。 

 今回、美馬地区には地域の中心に何にでも使える大きな敷地と、便利な建物が利用でき

る５つの学校跡地があります。美馬地区小学校跡地利用についても、牧田市長は小学校統

合時の決断と同様、将来を見据えた明確な方針を打ち出してください。今がチャンスと前

向きな発想で、市長を先頭に、職員全員で総合戦略を推進していただきたいと思います。 



 

－７１－ 

 

 これで私の質問を終わらせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。ありが

とうございました。 

◎議長（藤原英雄議員） 

 以上をもちまして、本日の一般質問を終了いたします。 

 なお、明日１０日午前１０時から再開をし、本日に引き続き市政に対する一般質問及び

議案質疑を行います。 

 本日はこれをもって散会といたします。 

散会 午後３時２０分 



 

－７２－ 

 

会議の経過を記載し、その相違ないことを証するためここに署名する。 

 

 

平成２７年１２月９日 

 

 

美馬市議会議長 

 

美馬市議会副議長 

 

会議録署名議員  ２０番 

 

会議録署名議員   １番 

 

会議録署名議員   ２番 

 

 


